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お客様に満足と信頼をいただける最高品質の商品、サービスを提供し続けることで、

豊かな社会の実現に大きく寄与することを使命と捉え、企業活動を行っていきます。
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財務ハイライト
富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

158.05
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売上高 

’02 ’03 ’04 ’05 ’06

1株当たり当期純利益 

’06’05

(億円) (億円) (円)

813

485

823

845

26,674

370

売上高 ¥ 2,667,495 ¥2,527,374 ¥2,566,725 $ 22,799,103

営業利益（注2） 70,436 164,442 184,900 602,017

税引前利益 79,615 162,346 164,948 680,470

当期純利益 37,016 84,500 82,317 316,376

1株当たり金額（円/米ドル）：

当期純利益（注3） ¥  72.65 ¥     164.78 ¥     160.38 $ 0.62

配当金 25.00 25.00 25.00 0.21

研究開発費 ¥ 182,154 ¥   168,017 ¥   173,323 $ 1,556,872

設備投資額 179,808 157,420 160,740 1,536,821

減価償却費（注4） 156,928 130,360 124,634 1,341,265

総資産 3,027,491 2,983,457 3,023,509 25,875,991

株主資本 1,963,497 1,849,102 1,749,882 16,782,026

従業員数 75,845 75,638 73,164

注記：1．表示されている米ドル金額は、便宜上、2006年3月31日の為替レートである1米ドル＝117円で日本円から換算されたものです。
2．2006年3月期における営業利益には、86,043百万円の構造改革費用の影響が含まれています。
3．1株当たりの当期純利益は、各年度の加重平均発行済株式数に基づいて計算しています。
4．減価償却費は、無形固定資産の償却費及びドキュメントソリューション部門のレンタル機器の減価償却費を除いています。

3月31日に終了した事業年度

2006 2005 2004 2006

（単位：百万円、1株当たり金額を除く） （単位：千米ドル、
1株当たり
金額を除く）
（注1）
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国内 ¥ 1,329,284 ￥1,311,893 ￥1,336,015 $ 11,361,402

海外 米州 558,702 515,169 541,982 4,775,231

欧州 375,516 349,903 376,006 3,209,538

アジア及びその他 403,993 350,409 312,722 3,452,932

計 ¥ 1,338,211 ￥1,215,481 ￥1,230,710 $ 11,437,701

連結　合計 ¥ 2,667,495 ￥2,527,374 ￥2,566,725 $ 22,799,103

25.8%
41.3%

32.9%

ドキュメント 
ソリューション

インフォメーション  
ソリューション

イメージング
ソリューション

アジア及び
その他

欧州

国内

米州

15.2%

49.8%14.1%

20.9%

イメージング ソリューション ¥    689,458 ￥ 742,993 ￥ 815,527 $   5,892,803

インフォメーション ソリューション 877,366 768,680 755,159 7,498,855

ドキュメント ソリューション 1,100,671 1,015,701 996,039 9,407,445

連結　合計 ¥ 2,667,495 ￥2,527,374 ￥ 2,566,725 $ 22,799,103

（単位：百万円／千米ドル（注1））

2006 2005 2004 2006

事業セグメント別連結売上高

（単位：百万円／千米ドル（注1））

2006 2005 2004 2006

国内・海外別連結売上高

事業セグメント別連結売上高構成比
‘06

国内・海外別連結売上高構成比
‘06
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CEOメッセージ

当社の2006年3月期の連結売上高は、成長著しい

インフォメーション分野の大幅な販売増や、国内及び

海外向けともに販売が好調なデジタル複合機を中心

に、ドキュメント分野の伸びが寄与して、対前期比で

1,401億円(5.5%)増の2兆6,674億円という過去最

高額を達成いたしました。旺盛な需要の続くフラット

パネルディスプレイ材料は対前期比35%の伸びを示

し、印刷システム・電子材料では事業領域の拡大が着

実に販売増に結び付いております。さらに医療分野で

は、医用画像情報ネットワークシステム｢SYNAPSE｣

や電子内視鏡などによる大幅な販売の上乗せ、光学デ

バイス事業における携帯電話用レンズの販売増など、

インフォメーション分野で1,000億円以上の増販を達

成しました。これらの事業は、近年の積極的な設備投

資・研究開発投資・M&A投資の効果により、大きな

成長エンジンに育ちつつあり、事業領域・事業規模の

拡大に着実に貢献しております。

一方、利益につきましては、イメージング分野を中

心とする大規模な構造改革を前倒しで進め、これに伴

う費用860億円を計上した影響から、営業利益は

704億円（対前期比57.2％減）、税引前利益は796億

円(同51.0%減)、当期純利益は370億円（同56.2%

減）となりました。この構造改革は、カラーフィルム

などの今後の需要減も織り込んで、生産体制を中心

に、研究開発・販売・流通に至るすべての事業プロセ

スの適正化を全世界レベルで進めるもので、2006年

3月期から2007年3月期の2年間で総額1,650億円、

2007年3月期で引き続き790億円の費用計上を見込

んでおります。2007年3月期は、構造改革の仕上げ

の年として、イメージング分野を今後も安定的に収益

を出していける事業構造に再編してまいります。ま

た、フラットパネルディスプレイ材料事業をはじめ、

成長著しいインフォメーションやドキュメントの事業

領域において、引き続き、タイミング良い設備投資や

研究開発投資、M&A投資を行い、それぞれの成長事

業をさらに大きく伸ばしていくことで、2008年3月

期には過去最高益となる営業利益2,000億円の達成を

目指します。

さらに、次の世代を担う新規事業の創出に向けた高

水準の研究開発投資や、M&A投資も引き続き積極的

に進めてまいります。本年4月には、新規事業・製品

の基盤となる先端研究やコア技術開発のため、新たに

「富士フイルム先進研究所」を創設するなど、研究体

制の強化も図りました。また、本年10月1日からは、

「第二の創業」に向けて
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持株会社 富士フイルムホールディングス株式会社を中

核とする新たなグループ経営体制に移行し、グループ

全体の戦略立案機能の強化、経営資源の全体最適配

分、コラボレーション領域の拡大などさらなる連結経

営の強化を進めます。

当社は、現在を「第二の創業期」と位置付けてお

り、これらの重点課題を中期経営計画「VISION75

(2006)」として再設定し、早急なV字回復とさらに大

きな成長軌道を目指し、企業価値を向上させていくた

め、積極果敢に取り組んでまいります。

最後に株主の皆様、お客様他、当社のステークホルダ

ーの皆様に感謝申し上げますとともに、今後ともなお

一層のご支援・ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。

2006年7月

代表取締役社長・CEO



●イメージング分野を中心とした抜本的な構造改革

の集中的実施と2008年3月期からのV字回復

●フラットパネルディスプレイ材料・電子材料・

インクジェット用材料等の「高機能材料」

「医療画像／ライフサイエンス」「グラフィック

アーツ」「ドキュメント」「光学デバイス」を

重点事業分野とした成長戦略の推進

中期経営計画 「VISION75（2006）」
重点課題

イメージング分野の
抜本的な構造改革の断行

構造改革

営業利益

売上高

「第二の創業」に向けて

中期経営計画

特集

VISION75
（2006）

■中期経営計画「VISION75」の基本戦略

新たな
成長戦略の構築

経営全般にわたる
徹底的な構造改革 連結経営の強化

社員の
パワーアップ・
活性化
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売上高（億円）

営業利益率

営業利益（億円）

3月31日に終了する事業年度

へ道軌長成なた新

●研究開発投資のさらなる重点化による

　将来を担う新規事業・新製品の早期創出

●持株会社化を契機とした連結経営のさらなる

強化と全体最適追求による企業価値の増大

重点事業分野

設備投資

M&A研究開発
投資

重点事業分野への
資源の集中投入

成長戦略

新たな
成長軌道の
確立

「第二の創業」へ

グラフィック
アーツ

ドキュメント

光学デバイス
医療画像
／ライフ
サイエンス

高機能材料
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高機能材料

フラットパネルディスプレイ材料

液晶テレビをはじめとする液晶ディスプレイ市場は急速に拡大しており、富士

フイルムの液晶ディスプレイ用材料「フジタック」（世界シェア80%強）、「WVフィ

ルム」（世界シェア100%）なども旺盛なこの需要に支えられ、順調に売上を伸ばし

ています。

富士フイルムは、この需要の増大に対応するため、積極的に設備投資し、生産能力

増強を図っています。「フジタック」については、当初の計画を前倒しし、富士フイ

ルム九州（株）に、約700億円をかけて第2・第3工場を建設し、2008年8月には、

580百万m2／年の生産能力にまで引き上げる予定です。

積極的な設備投資をする一方で、

①従来のノートPC・液晶PCモニター向けに、「WVフィルム」のデファクトスタン

ダード化

②拡大が進む液晶テレビ向けに、「WVフィルム」の搭載量拡大を推し進めるとともに、

VA、IPSなど、すべての方式に最適な高付加価値部材を開発・提供

③「カラーモザイク」「トランサー」の拡販強化によるカラーフィルター用材料ビジ

ネスの拡大

④「電磁波シールドフィルム」を皮切りに、プラズマディスプレイ材料分野にも本格的

に進出

などにより、富士フイルムの中核事業として、高成長・高収益の事業構造の維持・

拡大を図っていきます。

今後の重点分野に対する成長戦略を推進するため、以下の3点を重視していきます。

■急成長分野におけるタイミングを逃さない設備投資

■ライフサイエンスなど新規事業分野を中心とした積極的なM&A

■差別性の高い新規技術や新製品開発に向けた高水準の研究開発投資

30

40

50

60

70

（百万m2／年）

0

10

20

（当社予測）'04 '05 '06 '07 '08 '09

カーナビ、カムコーダ
TV

携帯電話
PCモニター

ノートPC

液晶ディスプレイ面積の伸び

富士フイルム九州（株）
液晶ディスプレイに不可欠な偏光板保護フィルム「フジタック」

の生産子会社である富士フイルム九州（株）では、急ピッチで生産

ラインの建設を進めています。

富士フイルムは、「高機能材料」「医療画像／ライフサイエンス」「グラフィックアーツ」「ドキュメント」「光学デバイス」を重

点事業分野と位置付け、これらの分野に資源を集中投入し、成長事業の持続的発展並びに新規事業の育成を推進します。

将来を見据えた戦略を実行し、新たな成長軌道を確立

成長戦略特集1

（百万m2／年）

0
'05.12 '06.10 '07.2 '07.8 '07.12 '08.4 '08.8

330

380

430

480

530
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280

第1工場
稼働

富士フイルム  
九州（株）

第2工場
稼働

第3工場
稼働

フジタック生産能力
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電子材料

1983年より、半導体生産に必要な材料「フォトレジスト」の生産・販売を中心に

事業を展開してきましたが、近年、微細化・多層化する半導体の製造工程において、

ますます富士フイルムの持つ高機能材料技術が威力を発揮する段階となってきていま

す。このビジネスチャンスを活かし、当事業をさらに拡大するため、グローバルでの

生産・販売体制を強化しています。特に急速な市場拡大が見込まれる中国において、

2006年5月より、まず、半導体用各種現像液の現地生産をスタートしました。

また、2005年11月にCMPスラリーで世界トップ性能の技術を持つ米国プラナー

社に対し、50％の出資をし、今後大幅な成長が見込まれる半導体スラリー事業に本

格参入するなど、事業領域の拡大も図っています。

さらに、先進半導体メーカーとのコンタクトを強化し、次世代型であるArFポジレ

ジストなどのコア技術を確立し、ArFポジレジストでトップシェアを獲得するととも

に、イメージセンサー用カラーレジストのシェアをさらに拡大し、CMPスラリー、

超Low-k材など新規の半導体材料分野においても、当社のマーケットポジションを高

め、2009年3月期には売上高600億円を目指します。

インクジェット用材料　

富士フイルムは、需要の拡大が続くインクジェットプリンター向けインク染料、

顔料などの開発、製造、販売を世界レベルで展開し、民生用インクジェット用イン

ク染料で世界No.１シェアを有する英国アビシア社を2006年2月に買収し、FUJI-

FILM IMAGING COLORANTS LIMITEDとしてスタートさせました。富士

フイルムが有する高度な合成化学・分散・素材技術と、同社の生産技術を融合させ、

高い保存性など優れた特長を備えたインク染料を製品化するとともに、強固な販売

ルート等を活用し、事業の拡大を図っていきます。

スクリーン印刷用インクやインクジェット用UVインクなどの工業用印刷インクに

ついては、UVインクで世界No.1シェアを誇るFUJIFILM Sericol UK Limitedを核

にしたインク材料ビジネスの拡大を図っています。なお、同社が産業用印刷分野で

高い評価を得ている高速のインクジェット用UVインクは、印刷のデジタル化に伴っ

て着実に需要が増加してきており、今後4～5年で約5倍の市場拡大が見込まれてい

ます。

さらに、大型ポスター、ラベル・パッケージなどの印刷用途で活用が拡大してい

る産業用インクジェットプリンター用ヘッドのトップメーカーであるDimatix, Inc.

を買収しました。富士フイルムが有する高度なインク技術と、同社の最先端のヘッ

ド技術を融合させ、高品質画像出力や、さまざまな新素材への画像出力を実現し、

産業用インクジェットビジネスの事業拡大を図ります。

中国・蘇州に設立された電子材料生産・販売拠点

FUJIFILM Electronic Materials
(Suzhou) Co., Ltd.
中国における現地生産化の推進により、コスト競争力を

強化するとともに、顧客ニーズに迅速に対応する体制を

確立して、さらなる事業拡大を進めます。

●フォトレジスト：半導体のベースとなるウエハーに
半導体回路を焼き付ける際に使用する感光性材料

●フォトマスク用レジスト：フォトマスク作成用特殊
感光性材料

●イメージセンサー用カラーレジスト：センサー用
カラーフィルター作成時に使用する感光性カラー材料

●CMPスラリー：ウエハーを平坦化する研磨剤
●CMPクリーナー：CMPスラリー研磨後にウエハー上
に残る削りカスや科学的な汚染を取り除くクリーナー

●超Low-k材：半導体の微細化に伴う動作速度の低
下、消費電力の増加を改善する低誘電率材料

●ポリイミド材：半導体デバイスを化学的･物理的に
保護するバッファーコート材料

電子材料分野での富士フイルム取り扱い
商品群
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医療画像／ライフサイエンス

医療画像

FCR／SYNAPSE

市場のデジタル化が進む中、トップシェアであるデジタルX線画像診断シス

テム「FCR（フジ・コンピューテッド・ラジオグラフィ）」を中核に、イメー

ジャーを含めたシステムでの拡販強化を図っていきます。「FCR」は、豊富な

ラインアップを取り揃えていることや、優れた画像処理技術を有していること

で、競合他社に対する優位性を発揮しています。さらに、ネットワーク化の流

れの中で、需要が確実に増加している医用画像情報ネットワークシステム

「SYNAPSE」を中心としたネットワークサービス事業を拡大していきます。

電子内視鏡

国内外の販売、サービスのインフラを一層強化し、鼻からの挿入により苦痛を

大幅に軽減した「経鼻内視鏡」をはじめとした差別化製品を梃子にして、シェア

アップを図っていきます。特に、2005年9月に発売した「経鼻内視鏡」は、

「スーパーCCDハニカムTM」と独自の画像処理技術の搭載により、圧倒的な

高画質を実現し、病巣の早期発見に威力を発揮しています。

また今後、処置具や消耗品などの内視鏡周辺システムにも拡充していくことで、

さらなる事業拡大を目指していきます。

ライフサイエンス

2005年9月に、臨床試験支援の大手であり、医薬品の治験ノウハウを持つ

シミック社と富士フイルム・シミック ヘルスケア（株）を設立し、ヘルスケア

商品の迅速な開発につなげるための支援体制を確立しました。また、2006年

1月に出資した抗体医薬の最先端技術を有する創薬ベンチャー企業の（株）ペル

セウスプロテオミクスが保有するガンや生活習慣病などの測定マーカーを用い

た診断薬／システムの開発をはじめとして、抗体医薬品※事業を本格的に展開

していく計画です。

さらに、富士フイルムが長年の写真感光材料の研究開発で培った20万種類

にも及ぶ化合物を適用し、新規医薬品やヘルスケア分野で有望な化合物の探索

を進めていくほか、当該事業への積極的な研究開発、アライアンスやM&Aを

実施し、事業を拡大していきます。

グラフィックアーツ

印刷業界のデジタル化が進展するにつれ、フィルムを使用しないデジタル方式

の印刷システム「CTPシステム」はさらなる世界的な普及・拡大が見込まれ

ています。富士フイルムはこれに対応し、米国・オランダ・中国・日本という

世界四極での生産体制を強化するとともに、市場に密着した販売体制の確立を

CTP市場の見通し

医用画像情報ネットワークシステム「SYNAPSE」
病院内の画像情報やさまざまな診断情報を一元管理するPACS

（Picture Archiving & Communications System）

先端径5.9mmと極細化した「経鼻内視鏡」
富士フイルムの光学デバイス技術、画像処理技術などを結集

し、圧倒的な高画質を実現しました。

●CTPシステム：印刷用の版を作成する方式のひとつ。従来は、

コンピュータで作成したデータを一度フィルムに出力し、現像

→PS版に転写して印刷用の版を作成していましたが、CTP

システムでは、データを直接印刷用の版（CTP版）に出力

特集1 成長戦略

「FCR PROFECT CS」
乳ガンの早期発見にも寄与する

デジタルX線画像診断システム

※抗体医薬品：生体に備わっている免疫機能を活用し、特定のタンパク質と
結び付く「抗体」を活用した医薬品。特定の細胞や物質だけに作用するの
で、治療効果が高く、副作用も少ないと期待されています。
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進めています。富士フイルムのCTP版は感度が高く、高精細で印刷適正が良い

という特長があり、また、最高品質のサーマル、フォトポリマー（Violet）の

2つのCTP版をラインアップしています。今後もこれを武器にさらなる拡販を

図り、CTP版世界シェア40％を目指します。

さらに、新たな成長領域として、UVインクビジネスを核とする産業用イン

クジェット等の分野も強化を図っていきます。

ドキュメント

オフィス分野

複写機・プリンター等のカラー機市場は、中国をはじめとするアジアで高い

成長が見込まれ、欧米市場ではシェア拡大により成長を持続し得ると考えます。

機器全体に占めるカラー機の比率が今後ますます上昇するにつれて、さらに消

耗品の売上が伸びると期待されます。

また、「日本版SOX（サーベンス・オクスリー）法」などにより、企業各社

の内部統制の整備・運用への取り組みが活発化してきており、紙文書の電子化

や情報の一元管理への要求が高まってきています。この成長機会を捉え、対応

するソフトウエア／サービス商品の開発や本格的に支援していく専門的な営業

部隊の新設など、サービスビジネスの展開を加速していきます。

プロダクションサービス分野

「Xerox iGen3® 110」などを核としたバリアブルプリンティング市場での

新たな需要を創出していきます。また、富士フイルム／富士ゼロックス協業に

よるデジタルカラーパブリッシングビジネスの展開を図っていきます。

光学デバイス

カメラ付き携帯電話用レンズにおいては、携帯電話用カメラの普及及び高機

能化に伴い、メガピクセルに対応したレンズユニットの販売が着実に増加して

います。今後、カメラの有効画素数が1メガピクセルから2メガピクセル以上へ

とシフトしていくのに伴い、難度の高い非球面レンズが必要となり、高精度レ

ンズを大量かつ安定して供給できる富士フイルムの技術力の優位性がますます

高まります。オートフォーカスやズームなど高付加価値機能でも差別化を強化し、

携帯電話用カメラのメガピクセル機市場における高成長に対応し、シェア拡大

を図っていきます。

また、セキュリティ用・車載用レンズについても、ハイスペック・高性能・

低価格などを武器に、市場で新たなポジションを確立していきます。

「Xerox iGen3® 110」
オフセット印刷に迫る高画質でありながら、多品種少量の印刷

物をタイムリーに出力。個々のニ－ズにきめ細かく対応する、

高速・高精細のフルカラ－オンデマンド印刷システム

カメラ付き携帯電話用レンズユニット
小型化、高画質化、またオートフォーカス・光学ズームなど、

高性能化・多機能化が求められるカメラ付き携帯電話用レンズ

ユニット。富士フイルムグループの高い技術力と圧倒的な生産・

供給力を背景に、市場を牽引し、シェア拡大を図っていきます。

中国で2番目のPS版／CTP版生産工場として設立された

FUJI PHOTO FILM PRINTING PLATE
(SUZHOU) CO., LTD.

急拡大が進む中国での刷版需要を満たすとともに、アジアなど

への輸出拠点としての役割を果たします。

※2007年3月稼働予定（完成予想図）
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富士フイルムは、「富士フイルム先進研究所」を核に、重点事業分野の成長戦略の推進と将来を担う新規事業・新製品の

早期創出を図るべく積極的に研究開発を行っていきます。

コア技術を活かして、将来を担う新規事業・新製品を早期創出

特集2 研究開発

富士フイルムを支える技術領域

富士フイルムは、長年にわたる写真感光材料の研究で培った有機

合成技術を核に、幅広い独自の先端技術を蓄積しています。具体的

な領域としては、ケミストリー（有機合成技術、薄膜多層塗布技術、

ポリマー技術、ナノ技術、有機・無機色素技術）、フィジックスから

オプティックス（精密組立技術、微細加工プロセス技術、レンズ技術、

光学設計技術）、エレクトロニクス（CCD技術、レーザー技術、画像

設計評価技術）、ソフトウエアなどがあります。これらのコア技術を

融合させ、次世代を担う新規事業の創出に取り組んでいきます。

コア技術と先端技術の融合を目指す
｢富士フイルム先進研究所」

富士フイルムの研究所は、コーポレートラボ

とディヴィジョナルラボの2種類のラボで組織

されています。先端コア技術研究所、有機合成

化学研究所、アドバンストマーキング研究所か

らなるコーポレートラボでは、富士フイルムグ

ループの将来を担う先進技術の研究に長期的に

取り組むほか、全社共通の技術基盤を蓄積して

います。一方、ディヴィジョナルラボでは、短

中期的な目標を持って、各事業部に直結した製

品開発が行われています。

2006年4月、これらのラボをベースに、

より全社横断的な先端研究、新規事業／新製品

の基盤となるコア技術開発を推進することを目

的に、「富士フイルム先進研究所」を創設しま

した。これにより、3つのコーポレートラボが、

相互の技術を融合させ、高機能材料・デバイ

ス・システムなどを中心に、圧倒的な差別化技

術の確立を図ります。

差別性の高い新規技術や新製品開発に向け、高水準の研究開発投資を

行っています。特に重点事業に位置付けている「高機能材料」「医療

画像／ライフサイエンス」「グラフィックアーツ」「ドキュメント」

「光学デバイス」には、今後集中的に投資を行っていきます。

（億円）
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富士フイルム先進研究所

コーポレートラボ

Development

フィージビリティーチーム

プロジェクトチーム

メディカル
システム
開発センター

光学デバイス
研究所

ディヴィジョナルラボ群

フラットパネル
ディスプレイ
材料研究所

エレクトロニクス
マテリアルズ
研究所

グラフィック
材料研究所

ライフサイエンス
研究所

Research

アドバンストマーキング
研究所

先端コア技術研究所 有機合成化学研究所

事業セグメント別研究開発費の推移

富士フイルム先進研究所を核としたR&D体制

3月31日に終了した事業年度
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富士フイルム先進研究所

ドキュメントの安全性を高める

富士ゼロックスの「紙指紋」技術
人間に固有な指紋があるように、植物繊維が複雑に絡み合ってできている紙にも指紋

に似た紋様が存在することを利用したセキュア技術。紙のランダムな繊維のパターンを

撮影し、その画像を独自のプログラムでデジタル化して数値化することで、パターンを個

体識別情報として取り出すことができます。この技術は、事前に紙自体に「透かし」や「ナ

ンバリング」など真贋判定するためのものを仕込んでおく必要がなく、経年変化しないた

め、耐久性にも優れています。オフィスドキュメントをはじめ、商品券・金券などの正確

な真贋判定や偽造防止に役立つと期待されています。

最近の研究開発成果

現在、データストレージメディア市場は使用するデータ量の増加に伴って、大容量化のニ

ーズに対応した製品が市場から期待されています。富士フイルムは、独自の「NANOCUBIC

技術」の第2世代として、磁気記録メディアで主流のメタル磁性体よりも保磁力が高いBaFe

磁性体を新たに採用し、IBMアルマデン研究所（米国）との共同研究により、リニア記録方式

において、記録密度が現行テープ比で15倍以上となるデータ記録に世界で初めて成功しまし

た。BaFe磁性体は、微粒子化しても高い保磁力を持ち、周波数特性に優れ、従来のメタル系

よりノイズが低いという特長があります。今回のデータ記録の実現は、この磁性体を用いた

富士フイルム独自の「NANOCUBIC技術」による「超薄層均一塗布技術(NANO coating)」

「高分散技術（NANO dispersion）」とIBMが開発した「GMRリードヘッド」等を組み合わせる

ことで達成されたものです。これにより、将来的には、1巻当たりの記録容量が現行LTOテ

ープ比で20倍となる、8TB※２の大容量データカートリッジの開発が可能となる見通しです。

15倍以上の記録密度を実現※1（現行テープ比）

バリウムフェライト（BaFe）磁性体を使用した
「第2世代のNANOCUBIC（ナノキュービック）技術」

撮影した画像を独自のプログラムでデジ
タル化し数値化すると、それぞれのパタ
ーンをほぼ唯一無二のデータとして取り
出すことができます。

NANO coatingにより、65nmの超薄
層磁性層の均一な塗布を実現し、より細
かい信号の記録が可能となることで、高
記録密度が達成されます。

“「融知・創新」による新たな価値の創生”をコンセプトに、全社

横断的な先端研究、新規事業／新製品の基盤となるコア技術の

開発により、新たな価値の創出を強力に推進していくエンジン

の役割を担っています。グループ全体、外部の研究機関、大学

などとも積極的に協働していきます。

紙指紋

「BaFe磁性体」を用いた
磁気テープの断面

磁性層
（バリウム
フェライト粒子）

下層
（磁性がない
酸化鉄粒子）

ベースフィルム

※1 IBMアルマデン研究所の実証実験により確認
※2 1TB（1テラバイト＝1000GB）は10の12乗バイト

また、複数のプロジェクトチームに加えて、重点分野の一つである医療画

像／ライフサイエンス事業の強化拡大のため、「ライフサイエンス研究所」も

設置し、研究の早い段階から市場ニーズとコーポレートラボが有する技術シー

ズとの融合を図ることで、独創的な高付加価値製品の開発を進めていきます。



市場ニーズ、市場環境を見定め、事業体制・事業構造を最適化

写真感光材料事業

写真感光材料の世界三極生産体制の再編

カラーフィルムなど写真感光材料の生産体制について、これまで現地

生産化の推進に重点を置き、日本・米州・欧州の世界三極体制を維持し

てきました。しかし、デジタル化に伴ってカラーフィルムの需要が大幅

に減り、大規模な生産設備などの固定費が利益を圧迫してきており、

全世界レベルでの生産能力の最適化を図るべく、抜本的な生産体制の

再編を実施しています。特に、写真感光材料の製造工程の中で最も大規

模な部分を占める塗布工程については、全世界レベルで塗布ラインの

一部停機を含む生産能力の適正化を図っています。また、一連の再編

に伴い、各製造部門での人員スリム化も推進しています。

販売経費・研究開発投資等の適正化

販売部門については、人員スリム化と徹底した販売経費の削減を行っ

ています。研究開発投資については、デジカメプリントを中心とした

プリント分野以外の分野への投資は必要最小限度の範囲に絞り込み、重

点事業分野へシフトさせていきます。

さらに、全世界レベルでさらなるラボ拠点の統廃合などを行う一方で、

フォトフィニッシング分野におけるノーリツ鋼機（株）との提携により、

デジタルミニラボの効率的な開発やアフターサービス体制の構築を推進

していきます。

電子映像事業
商品化については、手ブレ・被写体ブレに強く、暗いところでも

きれいに撮れることで、市場からの評価も高い「高感度」デジタルカメラ

を中核とし、特長ある商品ラインアップを強化していきます。

また、国内生産を縮小し、中国量産体制を確立するとともに、徹底的

な経費削減とサプライチェーンマネジメントの強化によるトータル在庫

削減を図っていきます。

これらを通じて、電子映像事業の安定的な収益構造を実現していき

ます。

生産
体制

販売

現地生産化の推進による
世界三極生産体制

全世界レベルでの生産能力最適化
・生産設備の一部停機
・再編に伴う人員スリム化

・販売／流通における人員スリム化と
 徹底的な経費削減
・ラボ拠点の統廃合の推進

研究
開発

・研究開発投資の大幅縮小

14

商品化

生産
体制
・
販売

富士フイルムの特長を活かした
商品の市場投入

国内生産を縮小

中国量産体制の確立

徹底的な経費削減と
サプライチェーンマネジメント強化による
トータル在庫削減

写真感光材料事業の構造改革

利益

利益

固定費 固定費

変動費

固定費

変動費

売上高が高い
（過去）

売上高が低い
（現在）

構造改革
実施後

何も
手を打たない

市場環境に合わせ、
事業規模を最適化

固定費削減

利益の安定的確保

売上高

需要減

固定費

変動費

利益

（将来）

変動費

写真感光材料事業の市場規模に合わせた適正化
（イメージ図）

イメージング分野における事業環境は、カラーフィルムの需要減少の加速、デジタルカメラ市場の成長鈍化と価格競争

の激化など、当初想定していた以上に厳しさを増しており、この大幅な環境変化に対応するため、2006年3月期と

2007年3月期に、当分野を中心とした抜本的構造改革を断行しています。この改革により、当分野の事業体制を市場規

模に合わせて最適化を図り、将来にわたり安定的に収益を確保できる事業構造を構築していきます。また、「写真は、人

間の喜び・悲しみ・愛・感動を表現する、人間にとって重要な文化」だと認識し、写真文化を守り育てることは当社の

使命であり、この構造改革を成功させることは不可欠であると考えています。

構造改革

電子映像事業の構造改革

特集3



構造改革費用及び効果
この構造改革に伴い、生産設備の加速償却・除却等をはじめとした固定資産に

関連する費用、並びに特別退職金など人員削減などに関連する費用が、2006年

3月期と2007年3月期の2年間合計で、約1,650億円発生する見込みです。

一方、今回の構造改革による効果については、固定資産のスリム化や、製造部門・

営業部門などの人員スリム化などにより、2008年3月期には、2006年3月期

に対し、約500億円のコスト削減効果を見込んでいます。
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「PHOTO IS」～写真文化を守り発展させる企業活動
写真の持つさまざまな価値を発信する企業メッセージ「PHOTO IS」
富士フイルムは、写真文化を守り育む活動の一環として、2005年10月から、かけがえ

のない写真の価値を発信する企業メッセージ広告として、「PHOTO IS」シリーズを展

開しています。

シリーズ第一弾では、世界中のあらゆる世代に愛されている、ジョン・レノンの名

曲「イマジン」を採用、そしてそのメッセンジャーには「オノ・ヨーコ」を起用した

CMを放映しました。ジョン・レノン＆オノ・ヨーコ2人の写真が映し出される中、

「PHOTO IS LOVE（写真は愛）」「PHOTO IS PEACE（写真は平和）」などのシンプルな

コピーに乗せて、写真の持つさまざまな価値や素晴らしさをストレートに伝えていま

す。「PHOTO IS」というコンセプトワードは「PHOTO IS ○○○」が無数に存在する

ように写真も多様かつ無数の価値があることを表現しています。ジョン・レノンの名

曲「イマジン」と「オノ・ヨーコ」の起用により、写真の持つ価値やその素晴らしさ

を、世代を超えた強いメッセージとして発信することができました。

このシリーズの第二弾では、より身近に写真の良さ、素晴らしさを感じていただく

ため、誰もが親しみを抱く「子供」をテーマにしています。日本を代表する新進気鋭

の写真家の方々がご自身のお子さんを撮影した写真を使用して、親と子の絆、写真の

尊さ、可能性の大きさを伝えています。

写真文化貢献活動
「PHOTO IS」の活動の一環として、2006年3～8月にかけて、新しいコンセプトの日本

最大級の参加型写真展「『PHOTO IS』10,000人の写真展」を展開。大きく引き伸ばした作

品に「PHOTO IS ○○○」という言葉をつけて公募したものを対象として、全国7カ所、計

10,000人の作品を展示し、「あなたにとって写真とは？」の再認識の場となっています。

また、写真文化の発信基地として創設され、50年の歴史を持つフォトギャラリー「富

士フォトサロン」では、プロ・アマ問わず、質の高い写真展示を行い、写真文化の創造

の一翼を担っています。そして、毎年「富士フォトサロン新人賞」を選出するなど、新

人カメラマンの発掘・育成も積極的に行っています。

そのほか、女性のための「フォトデイズ」、写真をこれから趣味として楽しみたい人の

ための「アコースティックフォト」などの多彩なフィルム写真教室も開催し、フィルム

写真の良さや楽しさを伝え、写真文化の維持発展に貢献しています。

今後も、写真の価値を再認識し、新たな写真の価値を掘り起こすこのような活動を積極

的に展開していきます。

© 2005 Yoko Ono Lennon  Photo: © Yoko Ono. 
© Bob Gruen. © Nishi F. Saimaru. © Kishin Shinoyama

© Itaru Hirama

内容別内訳

イメージング ソリューション部門　 774 億円
インフォメーション ソリューション部門　 86 億円

設備等資産関連　651 億円

人員関連　　　　209 億円 

計　　　　　　　860 億円⇒

2006年3月期構造改革費用

構造改革の対象となった生産設備の一部をインフォメーション

ソリューション部門でも共用していることから、インフォメーシ

ョン ソリューション部門で86億円を計上しています。

TVCM「PHOTO IS」第二弾
「子供」をテーマにした写真

© Kazunali Tajima

© Yoshihiko Ueda
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事業セグメント情報

印刷用・医療診断用・情報システム用の各種シス

テム機材、フラットパネルディスプレイ材料、記

録メディア等

インフォメーション
ソリューション

オフィス用複写機・複合機、プリンター、プロダ

クションサービス関連商品、用紙、消耗品、オフ

ィスサービス等

ドキュメント
ソリューション

カラーフィルム、デジタルカメラ、フォトフィニッ

シング機器、現像プリント用のカラーペーパー・

薬品・サービス等

イメージング
ソリューション
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インフォメーション ソリューション部門では、フラットパネルディスプレイ材料に始まり、医療画像機材、印刷システム機材等、先端技術を駆使

した市場プレゼンスの高い製品を供給しています。また、ライフサイエンス事業など、当社新規事業の柱となるビジネスを展開しています。

ドキュメント ソリューション部門を担う富士ゼロックスでは、“The Document Company”として、オフィス環境における紙・電子文書から

画像や動画を含めた「ドキュメント」の管理・活用を促進することで、「知」の創出・循環による経営の質、企業品質の向上を目指したソリュー

ションを展開しています。

25.8%

イメージング ソリューション部門では、デジタルからアナログ、画像の入力から出力まで、多様化し進化するニーズに対応した付加価値の高い

製品・サービスを提供しています。とりわけ、デジタルカメラが広く全世界に普及する中、フィルムからのプリント出力需要の減少を補うデジ

カメプリントを当社の重点分野と位置付けており、各種施策を積極展開することで一層のビジネス拡大に取り組んでいます。

0
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10,000
（億円）
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8,155

7,430

6,894

3月31日に終了した事業年度

3月31日に終了した事業年度
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435
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757

営業利益（損失）売上高構成比
‘06

約 18%

約 28%
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約 9%
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カラー
フィルム等

電子映像
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薬品等
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連結売上高

32.9%
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約 12% 医療画像

印刷システムフラットパネル
ディスプレイ材料

記録メディア

オフィス＆
インダストリー機材

事業別売上構成比
‘06

約 54%

約 17%

約10%

約 6%
オフィスプロダクト

オフィスプリンター

プロダクションサービス

オフィスサービス

事業別売上構成比
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連結売上高

41.3%
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Imaging SolutionsImaging Solutions

0

10,000

-1,000

-500

0
（億円）

’06’05

7,430
6,894

71

757

18%

18%
9%

21%

28%

（億円）

’06’05

21%カラーフィルム等

25%電子映像

17%カラーペーパー・薬品等

21%ラボ・FDi

12%フォトフィニッシング機器

FinePix F30 FinePix Z3

営業損失事業別売上構成比の推移

FinePix S9000

イメージング ソリューション部門は、カラー
フィルム、デジタルカメラ、フォトフィニッシ
ング機器、現像プリント用のカラーペーパー・
薬品・サービス等から構成されています。

3月31日に終了した事業年度



FUJIFILM Annual Report 2006

イメージングソリューション

19

カラーペーパー・薬品等、
フォトフィニッシング機器
当社は、デジタルカメラの普及による撮影機会の増加をビジ

ネスチャンスとして捉え、お店プリントの拡大を重点課題とし

て取り組んでいます。日本ではテレビCMなどを通じて、「カン

タン・キレイ・色あせない」をキャッチコピーに、デジタルカ

メラユーザーにお店プリントの良さを訴求し、欧米諸国でもデ

ジカメプリントの認知度向上に向けた施策を積極的に展開しま

した。お店プリントのインフラを支えるデジタルミニラボ「フ

ロンティア」は、大手取引先への導入が一巡したことにより今

期は販売が減少したものの、店頭プリント受付機の設置強化や

中小規模店への拡販を図ることで、インフラの整備を進めまし

た。これらの取り組みの結果、お店プリントの数量は、前年に

続き着実に増加しました。また、デジタルミニラボの製品開

発・アフターサービス分野におけるノーリツ鋼機（株）とのアラ

イアンスを推進していくことで、お店プリントの一層の充実を

図ってまいります。

電子映像
デジタルカメラの市場環境は、需要の伸びが鈍化する中で競

合他社との熾烈な競争が続き、依然厳しい状況で推移しました。

そのような中、手ブレ・被写体ブレに強く、暗いところでもき

れいに撮れる「高感度・高画質」を特長とするデジタルカメラ

が市場から高い評価を得たことで、「FinePix F10」や

「FinePix Z1」に加え、これらの後継である「FinePix F11」

や「FinePix Z2」などが、日本で好調な販売を記録したほか、

欧州・アジア市場でも販売が増加しました。また、より写真ラ

イクな楽しみを求めるユーザーに対してレンズ一体型により手

軽さを実現した高感度ネオ一眼「FinePix S9000」を発売し、

ラインアップを強化しました。これらの効果により、電子映像

事業の業績は徐々に改善に向かっていますが、中国への生産シ

フトやサプライチェーンマネジメントの強化などを通じ、引き

続き競争力の強化に取り組んでまいります。

カラーフィルム等
カラーフィルムについては、国内では、室内でも自然な雰囲

気の写真が撮れる「写ルンです Room & Day Super」などの

付加価値品の拡販を強化しました。海外では、北米市場におい

てレンズ付フィルムの大手取引先向け販売が好調に推移するな

ど一部で明るい要素があったものの、デジタルカメラの普及が

進んだことで、世界全体では市場規模の縮小が進んでいます。

2006年3月期における構造改革の実績
カラーフィルムを中心に、当初想定した以上のスピードで市

場環境が厳しさを増しており、今後も需要減少が見込まれるこ

とから、今後の市場変化を先取りし前倒しする形で、大規模な

構造改革に着手しています。その結果、2006年3月期において

は774億円の費用が発生しました。

※イメージング ソリューション部門の構造改革プランの詳細については、

14・15ページの「特集3」をご覧ください。

イメージング ソリューション部門の連結売上高は、高感度モデルを中心としたデジタルカメラの販売が国内を中心に大きく好転し

たものの、需要後退によってカラーフィルムやデジタルミニラボの販売が減少した影響を受け、6,894億円（前期比7.2％減）とな

りました。また、当期は生産体制の再編をはじめとした構造改革の実施に伴う費用を774億円計上したことにより、757億円の損

失を計上しましたが、この構造改革費用の影響を除いた実質ベースでは17億円の利益を確保しました。

写ルンです Room & Day Super

フロンティア500E
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インフォメーション ソリューション部門は、
印刷用・医療診断用・情報システム用の各種
システム機材、フラットパネルディスプレイ
材料、記録メディア等から構成されています。

Information Solutions

トランサーフィルム

WVフィルム

CVフィルム
WVフィルム

フジタック

FCR CAPSULA SYSTEM

0
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1,000

0

10,000
（億円）

’06’05

7,686
8,773

711
791

オフィス＆インダストリー機材 12%

フラットパネルディスプレイ材料 13%

印刷システム 29%

医療画像 27%

記録メディア 14% 12%

16%

30%

26%

12%

（億円）

’06’05 3月31日に終了した事業年度

営業利益事業別売上構成比の推移

液晶ディスプレイ
（TN-TFT LCD）の断面構造

富士フイルム製品

Information Solutions
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フラットパネルディスプレイ材料
液晶ディスプレイ市場の拡大に伴い当社製品に対するニーズ

が増大する中、生産能力の増強により、主力製品である「フジ

タック」や「WVフィルム」の販売が拡大したことが奏功し、売

上高は前期比35％増と大幅にアップしました。さらに、「フジ

タック」の新たな生産拠点である富士フイルム九州（株）では当

初計画を前倒しし、今後わずか2年の間に「フジタック」の生産

能力を現在の2倍以上の580百万m2/年にまで引き上げる計画

を進めています。当事業は富士フイルムの新たな中核事業へと

成長してきていますが、引き続き一層の事業拡大を進めていく

方針です。

医療画像
医療画像事業では、デジタルX線画像診断システム「FCR」、

ドライイメージャー、ドライフィルムなどの機器並びに材料製

品の販売が海外を中心に好調に推移しました。2006年2月には、

コンパクトタイプの「FCR CAPSULA SYSTEM」を発売し、

開業医を中心に新たなユーザー層の開拓も進めています。また、

欧米と日本を中心に進展する医療のネットワーク化に伴い、当

社の医用画像情報ネットワークシステム「SYNAPSE」も順調

に導入実績を増やしました。フジノン（株）が供給する内視鏡製

品は、「スーパーCCDハニカムTM」や独自の画像処理技術により

高画質を実現した新製品「経鼻内視鏡」を中心とした特長ある

ラインアップが評価され、前期に比べ約2割売上が増加しました。

印刷システム
印刷システム事業では、CTP化進展の影響により製版フィル

ムの需要が減少しているものの、CTPプレートの販売は大幅に

増加しました。CTP需要の高まりに対応し、米国・オランダ・

中国・日本での世界四極生産体制の強化を進めていますが、特

に、今後市場が急速に拡大すると見込まれるアジア地域では、

中国で販売子会社を設立するなど強力な梃入れを図っています。

前年度後半に買収したUVインクメーカー、セリコール社の売上

がフルに寄与したこともあり、印刷システム事業の売上高は、

前期に比べ18%増加しました。

記録メディア
DVDディスクの分野は熾烈な価格競争が続きましたが、主力

のデータメディアの分野では、ミッドレンジ系データストレージ

テープ分野において、主力製品である「LTO Ultrium 3」が大幅

な増販を達成したほか、ハイエンドのエンタープライズ分野にお

いてもIBM社の「3592」用データカートリッジの売上が着実に

増加しました。これらの結果、2006年3月期の当事業全体の業

績は大きく改善しました。

※LTO Ultriumは、IBM社、Hewlett-Packard社、Quantum社の米国及びその他の国における登録商標です。

オフィス＆インダストリー機材
光学レンズ分野で、カメラ付き携帯電話の高機能化が進む中、

メガピクセル対応のレンズユニットの販売が大幅に増加しまし

た。電子材料の分野では、当社は1983年よりフォトレジストの

生産・販売を中心に事業を展開してきましたが、前年度における

アーチケミカルズ社の半導体材料分野の買収を皮切りに、需要拡

大が予想される中国での蘇州工場設立やCMPスラリーの開発・

製造会社である米国プラナー社への出資など、今後のさらなる事

業拡大に向け、取り組みを積極化させています。

※インフォメーションソリューション部門を中心とする成長戦略の詳細については、

8～11ページの「特集1」をご覧ください。LTO Ultrium 3

経鼻内視鏡

インフォメーション ソリューション部門の連結売上高は、フラットパネルディスプレイ材料の大幅な売上増加、市場拡大が続く

CTPプレートの増販、内視鏡や画像診断機器・材料などを中心とする医療画像事業製品の好調な販売に加え、半導体関連プロセス

材料事業を展開するFUJIFILM Electoronic Materials U.S.A., Inc.やスクリーン印刷用インクや産業用インクジェットインクなど

のビジネスを担うFujifilm Sericol UK Limitedをはじめとした前年度後半に買収した連結子会社の売上高が寄与したことなどによ

り、8,773億円（前期比14.1％増）となりました。営業利益についても、フラットパネルディスプレイ材料の大幅な増収効果など

により、791億円（前期比11.2％増）を達成しました。なお、営業利益には、イメージング ソリューション部門と共用する生産設

備に関する構造改革に伴って発生した経費86億円が含まれています。
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ドキュメント ソリューション部門は、連結子
会社である富士ゼロックスによる事業で、オ
フィス用複写機・複合機、プリンター、プロ
ダクションサービス関連商品、用紙、消耗品、
オフィスサービス等から構成されています。

DocuPrint C3540

ApeosPort-Ⅱ C4300

DocuColor 7000 Digital Press

0
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1,000

0
’06’05

10,157
11,007

1,004

670

プロダクションサービス 10%

オフィスプリンター 16%

オフィスプロダクト 53%

オフィスサービス 6%
10%

17%

54%

6%

（億円）

’06’05

10,000
（億円）

3月31日に終了した事業年度

営業利益事業別売上構成比の推移

事業ビジョン「Open Office Frontier」を
実現するコンセプトオフィス「OOFスクエア」

Document SolutionsDocument Solutions
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オフィスプロダクト
国内においては、電子文書法や個人情報保護法の施行に伴う

文書セキュリティ強化や文書の統合管理ニーズの高まりに対応

し、新コンセプト「Apeos」に基づき、サービス連携機能が充

実した「ApeosPort-Ⅱ」シリーズを中心にラインアップを強化

しました。その結果、国内でのカラー複合機の販売台数トップ

シェアを維持できたと推定しています。また、海外においても、

欧米向け輸出、アジア・中国地域ともに、カラー機の販売台数

が前年に比べ引き続き大幅に増加しました。

オフィスプリンター
海外において、カラー、モノクロともに大きく販売台数を伸ば

しました。特にOEM向けのカラー機の供給拡大が牽引し、欧米

向けの輸出数量が大幅に増加しました。また、アジア・中国地域

においても、低価格機の販売数量が顕著な伸びを示しました。さ

らに、プリンティングソリューション強化として、ネットワー

ク対応のカラースキャナーやセキュリティ対応ソフトウエアな

どを発売しました。

プロダクションサービス
アジア・中国地域において、拡大が続くコンピュータープリ

ンティングシステムやデジタル印刷市場向けのカラー・オン・

デマンドプリンティングシステムの販売台数が着実に増加しま

した。国内では、2005年12月、デジタルプリント市場のプロ

ユース向けにフルカラーデジタルプリントシステム

「DocuColor 7000 Digital Press」を発売し、ラインアップ

を強化しました。

オフィスサービス
国内において、お客様のドキュメントフロー全体の課題解決

を図るドキュメントアウトソーシングビジネスが引き続き伸長

したほか、国内の市町村再編の中で、地方自治体向けの戸籍電

子文書管理システムの販売も好調に推移しました。さらに、企

業における内部統制システムの強化が喫緊の経営課題となる中

で、さまざまな電子情報をインターネットなどで管理できる

Webベースの情報共有ソフトウエア「ArcWizShare」やe-文書

法に対応した文書管理システム「ArcSuite e-文書法対応」を発

売し、サービス事業拡大の基盤強化を進めております。

サービス事業の加速に向けた営業体制の再編
今後の成長分野であるサービス事業の強化をサポートするべ

く、販売会社の完全子会社化を含め、2005年10月で国内営業

体制を一新しました。国内営業はすべてサービス営業化し、富

士ゼロックス（株）の直販営業部隊を東京、名古屋、大阪の大都

市圏に集約し、大手企業を核とする国内外の企業群に対する営

業に特化するとともに、販売会社は地域に密着した経営のもと

で営業・保守が一体となって機動性を活かしたサービス営業を

展開していきます。

高画質を可能にするEAトナー供給能力を拡大
オフィスプロダクト、オフィスプリンターともにカラー機販

売が着実に拡大する中、今後発売する富士ゼロックス（株）のオ

フィス向け複写機・複合機のすべてに高画質の乳化重合（EA）ト

ナーを採用し、さらにオフィス向けプリンターにも採用を進め

るため、EAトナーの新工場棟を完成・稼働させました。これに

より、生産能力が前年度比2倍以上となる年間5,000トンの供

給体制を確立しました。

ドキュメント ソリューション部門の連結売上高は、欧米向けの輸出を中心に、デジタル複合機、レーザープリンターの販売が拡大

したことが寄与し、１兆1,007億円（前期比8.4％増）となりました。営業利益については、カラー複合機やプリンター等の戦略的

新製品開発に係る研究開発費、及び基幹情報システムの稼動に伴う減価償却費の費用が増加したことに加え、前期の営業利益には

一過性の要因である富士ゼロックス厚生年金基金の代行返上益が含まれていたことにより、670億円（前期比33.2％減）となりま

した。
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PMA2006
2006年2月26日～3月1日に、米国フロリダ州オーランドで、

米国最大の写真業界トレードショー「PMA2006」が開催され

ました。当社は、「Fujifilm. Expand the World of Imaging」

をスローガンに出展。デジタルミニラボ「フロンティア」・店頭

キオスク・ネットプリントからなる「GetPixTM Print Solution」

を通した「Print at Retail（お店プリント）」の訴求、高感度撮

影機能をさらに進化させたデジタルカメラ「FinePix F30」な

どの新製品の展示、体験デモなどを中心に、イメージングのトー

タルソリューションを提供する強い姿勢をアピールしました。

ルーカス・フィルムが認めた実力
～「スター・ウォーズ エピソード3／シスの復讐」の
撮影で活躍したフジノンレンズ～

映画製作においてもデジタル化は進展しており、高画質なハ

イビジョンシステムを使用した「デジタルシネマ」は、ハリウッ

ドをはじめ、国内外で広がっています。「デジタルシネマ」シス

テムは、撮影した映像をその場で確認できる上、CGなどの加工

もしやすくなり、製作費用の削減にもつながります。

ハイビジョンカメラ用レンズなど放送用テレビレンズの開

発・製造・販売を行うフジノン（株）は、2005年公開の映画

「スター・ウォーズ エピソード3／シスの復讐」（監督：ジョー

ジ・ルーカス）の撮影のために新たにHDシネレンズを開発しま

した。「スター・ウォーズ エピソード3」は、撮影から編集、上

映までのすべてのプロセスをフルデジタル化しています。暗黒の

中のダース・ベイダーのような難しいシーンでも、微妙な黒色の

再現性、質感の表現などをフジノンレンズが可能にし、製作陣か

ら賞賛の声をいただきました。

またフジノン（株）は、「ハイビジョン化に対応した高性能レ

ンズの開発」に対して、米国放送業界で最も権威のある

「2005年度エミー賞」（米国テレビ芸術アカデミー主催）を授与

されています。今後も高度なレンズ設計技術と世界有数のレンズ

製造技術を活かして、最新映像の世界を切り開いていきます。

フジノンレンズ搭載のハイビジョンカメラとジョージ・ルーカス監督（右）

グローバルトピックス

デジタルカメラ「FinePix F30」と
店頭キオスク「GetPixTM Kiosk VP3」

「Innovative Digital Product Awards」を受賞

PMAのデジタル部会、DIMA（Digital Imaging Marketing

Associaition）の「Innovative Digital Product Awards」

に、デジタルカメラ「FinePix F30」

と店頭キオスク「GetPixTM Kiosk

VP3」が選出されました。これは、

「PMA」で紹介された優れたデジタル

イメージング製品に

授与される賞です。

FinePix F30

©Lucasfilm 2005

GetPixTM Kiosk VP3
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にもなり、日本代表に関わる各種プロモーションも展開。日本

代表のオリジナル商品やキャンペーンを行い、日本代表チーム

への応援ムードを盛り上げました。

米国・スミソニアン国立動物園の
「Giant Panda Project」を継続／長期支援
Fuji Photo Film U.S.A., Inc.は、絶滅の危機にあるジャイアント

パンダの保護を目的に米国・スミソニアン国立動物園が進め

ている「Giant Panda Project」の活動資金の一部を長期的に補

助しています。これにより、2000年には2頭のパンダを中国から

受け入れ、同動物園

内の「Fujifilm Giant

Panda Habitat」で

パンダの生態研究を

行っています。

中国でドキュメント・マネジメント事業を拡大
Fuji Xerox(China)Limitedは2005年8～9月にかけ、コー

ポレートイベント「DocuWorld 2005」を北京、上海、広州

で開催し、ドキュメント・マネジメントに関するソリューショ

ンやサービスを訴求しました。経済発展とグローバル化が進展

する中国では、扱う文書量が急速に増えており、重要なドキュ

メントを効率的に管理したいというニーズが日々高まっていま

す。これらのニーズに応えるものとして「Document Centre」

新シリーズ、「DocuWorks」を中心としたドキュメントソリュ

ーションソフトウエアパッケージ「双富」を使ったデモなどを

行いました。「双富」による情報の検索、共有、取り出し及びセ

キュリティなどの高度な機能に対し、来場者から強い関心が寄

「2006FIFAワールドカップTMドイツ」に協賛
富士フイルムは、世界最大のスポーツの祭典「FIFAワールド

カップTM」において、1982年のスペイン大会以来、オフィシャル

スポンサーとして大会をサポートしています。

2006年ドイツ大会では、オフィシャルイメージングスポン

サーとして大会の運営を支えるとともに、世界中の人々に写真

の楽しさ・素晴らしさを伝えました。

また、2004年からは日本代表のサポーティングカンパニー

そのうちの1頭、Mei Xiangが、2005年7月に赤ちゃん、Tai

Shanを出産しました。出産は世界中から注目を浴び、多くの方に

喜びと感動を与えました。Tai Shanの様子は、同動物園のホーム

ページのライブカメラ「Panda Cam」で映像配信されています。

Fuji Photo Film U.S.A., Inc.は、同動物園のホームページ

「Conservation Central, an online habitat education program」

のスポンサーも務めて

おり、野生動物の保護

の啓蒙を行っています。

日本代表限定モデルの「写ルンです」

「DocuWorld 2005」で行われた「双富」のデモの様子

せられました。また同社の新しいブランド・メッセージを発表

し、「企業組織の中にある知を活性化させ、お客様のビジネスの

成長に貢献する」という決意を表明しました。

スミソニアン国立動物園とFuji Photo
Film U.S.A., Inc.のホームページ

「Fujifilm Giant Panda
Habitat」のパンダ
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コーポレート・ガバナンス

当社は、企業価値の向上を企業としての最大の使命と認識し、その実現のため、コーポレート・ガバナンスの強化・充実を経営上の

最も重要な課題と位置付け、諸施策を実施してきました。2006年10月1日をもって当社は持株会社体制に移行することにより、

富士ゼロックス（株）を含む連結ベースでのガバナンスを強化し、グループ経営の透明性と健全性のさらなる充実を図っていきます。

会社の機関等の内容

取締役・取締役会

当社の取締役の員数は現在13名で、その全員が社内取締役で

す。定時取締役会が原則毎月1回開催されるほか、必要に応じて

臨時取締役会が開催されます。また、取締役の使命と責任をよ

り明確にするため、取締役の任期については1年としています。

なお、2006年10月１日をもって持株会社となった時点で、取

締役の員数は9名となり、うち1名が社外取締役となる予定です。

執行役員制度

当社は1998年6月より執行役員制度を採用しています。取締

役会を「経営の基本方針と戦略の決定、重要な業務執行に係る

事項の決定、並びに業務執行の監督機関」と位置付け、執行役

員は取締役会が決定した基本方針に従って業務執行の任にあた

っています。執行役員の員数は現在28名（うち、取締役の兼務

者が13名）で、その任期は取締役と同様に１年です。

経営会議

経営会議は、取締役会専決事項について取締役会への付議の可

否を決定し、また、取締役会で決定された基本方針、計画、戦略

に沿って執行役員が業務執行を行うにあたり、重要案件に関する

施策の審議を行う機関です。経営会議は、原則として常務執行役

員以上の執行役員を常時構成メンバーとし、案件によっては関連

執行役員等の出席を求めて、機動的に開催されています。

監査役・監査役会

当社は監査役制度を採用しており、現在監査役4名（うち2名

は社外監査役）により監査役会が構成されています。各監査役は、

コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立機関であるとの認

識の下、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、

監査計画等に従い、取締役の職務執行全般にわたって監査を行

っており、原則毎月１回開催される監査役会において、監査実

施内容の共有化等を図っています。また、各監査役は取締役会

に出席するほか、常勤監査役は重要会議である経営会議にも常

時出席し、かつ代表取締役と定期的に意見交換を行い、業務執

行の全般にわたって監査を実施しています。監査役監査機能の

充実を図るため、現在監査役スタッフ2名（内部監査業務と兼務）

を配置しています。

内部監査

当社は業務執行部門から独立した内部監査部門として、現在7

名のスタッフからなる監査室を設けており、各部門の業務プロ

セス等を監査し、適正性の評価・検証等を行っています。また

環境及び輸出管理分野に関しては、専任部門のスタッフが監査

を実施しています。グループ主要会社に対しては、監査役と協

働して定期的な監査を行い、内部統制システムの整備及び運用

状況を確認しています。今後も、内部監査機能の充実に向けて、

内部監査スタッフの増員と強化を図っていきます。

会計監査人

当社は、新日本監査法人に会計監査を委嘱しています。新日

本監査法人は、監査人として独立の立場から財務諸表等に対す

る意見を表明しています。

内部統制システムに関する
基本的な考え方及びその整備状況

当社は、企業理念のベースとなる企業の社会的責任を全うす

るため、コンプライアンスの浸透とリスク管理体制の確立に取

り組んでいます。

コンプライアンス

富士フイルムグループがその企業活動を行うにあたっての基

本的なポリシーとして「富士フイルムグループ企業行動憲章」

を制定し、この「企業行動憲章」に基づき当社における「社員

行動規範」を定め、法令及び社会倫理に則った活動、行動の徹

底を図っています。そして、企業活動全般における法令遵守、

倫理性の向上・維持を目的として、社長を委員長とするコンプ

ライアンス委員会を設置し、さらに、コンプライアンスを推進

する専任部門を設置し、当該部門を中心に、各種コンプライア

ンス教育の実施、全社員を対象とした意識調査等を通じて、全

社的なコンプライアンス意識の浸透と向上を図るとともに、「社

員行動規範」やコンプライアンスに関連した相談・連絡・通報
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を受ける窓口を社内及び社外の双方に設置し、違反行為の早期

発見に努め、適切に対処しています。また、稟議規程、文書管

理規程、適時開示に関する規程、個人情報等の管理規程、その

他必要な内部ルールを定め、これらのルールに従った業務遂行

を求めるとともに、事業活動に関わる法規制の遵守を徹底すべ

く各種マニュアル・ガイドライン等を制定し、定期的な教育を

通じてコンプライアンス意識の向上と徹底を図っています。

リスク管理体制

リスク管理のための全社横断的な委員会組織として、社長を

委員長とする総合危機管理委員会及び製品安全部門管掌執行役

員を委員長とするPL（Product Liability）委員会をそれぞれ設

置しています。総合危機管理委員会には専門分科会を常設し、

各専門分科会がその担当するリスクについて対応するとともに、

リスクマネジメントを推進する専任部門が総合危機管理委員会

の事務局を務め、全社的なリスク管理体制を構築しつつ、全社

各部門における重点リスク課題の策定・対象リスクの重要性・

課題の進捗状況を把握し、定期的に総合危機管理委員会に報告

する体制をとっています。PL委員会は、全社的な製品の安全管

理、及びその活動の推進に関する基本的事項を審議・決定しま

す。また、情報管理、安全衛生、環境、防災等に関わる各種の

リスクについては、規程・ガイドラインの制定、マニュアルの

作成等を行い、リスク管理にあたっており、個々の業務遂行に

伴い発生し得るリスクについては、その担当事業部門が適切に

判断・対処するとともに、一定のリスク関連情報は、定められ

た手続きに従い、総合危機管理委員会事務局に報告され、対応

がとられます。

以上のコンプライアンスとリスク管理体制については、当社

の子会社各社においても、各社の事業活動の状況に従ってこれ

に準じた体制を整備しており、当社は、各子会社による体制の

構築と業務の遂行に対し、指導、支援、及び監督を行うととも

に、各子会社からの報告体制を構築し、グループ全体における

業務の適正の確保を図っています。

株主総会

取締役会

代表取締役社長
CEO

執行役員

事業部門 工場部門 R&D部門

コンプライアンス委員会

グループ企業行動憲章

各種ガイドライン

社員行動規範

相談
窓口

コンプライアンス
担当部門
（事務局）

本社部門

総合危機管理委員会

PL委員会

リスク管理担当
部門（事務局）

製品安全担当
部門（事務局） 国内・海外子会社

内部監査部門

経営会議

報告

対応指示・
指揮

報告・相談

モニタリング・
各種教育

監査役会

業務執行

リスク管理 コンプライアンス

会計監査人
経営方針・戦略の決定

重要な業務執行に係る事項の決定
業務執行の監督

富士フイルム 内部統制システム概要図
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環境負荷を極小化させながら企業として成長していくために、「富士フイルムグループ グリーン・ポリシー」を定め、さまざまな

環境施策を推進しています。その取り組みの一部をご紹介します。

富士フイルムグループ グリーン・ポリシー基本方針
「持続可能な発展」は21世紀の地球、人類、企業にとって最重要課題である。世界の富士
フイルムグループ各社は、環境・経済・社会の全ての面において確実で一歩先行した取り
組みにより先進企業となることを目指す。我々は、製品・サービス・企業活動における高い
「環境品質」を実現することで顧客満足を達成すると共に、「持続可能な発展」に貢献する。

「持続可能な発展」を目指して

富士フイルムは創立以来、「環境配慮・環境保全は企業活動の根幹をなす」という理念の下、環境施策に積極的に取り組んでいます。

今後も、変化する社会や環境と共存しながら「持続可能な発展」を積極的に目指していきます。

「富士フイルムグループ グリーン・ポリシー」に基づく取り組み

世界銀行「コミュニティー開発炭素基金」（CDCF）に出資

富士フイルムは、世界銀行「コミュニティー開発炭素基金」（CDCF）に、2005年より

総計900万ドルの出資を開始しています。同基金は、地球温暖化ガス削減について京都議

定書で定められた京都メカニズム
※

を利用し、開発途上国での小規模プロジェクト実施によ

って環境と社会に貢献するという運用方針を持っています。

エスペランザ水力発電プロジェクト（ホンジュラス）に対して世界ではじめて京都メカニ

ズムに基づくクレジットが発行されましたが、富士フイルムはこのうち155トンの分配を

受けます。当社はCDCFを通して2005～2019年までに、CO2約130万トン相当の配分

を受けることを想定しています。

※温暖化ガス削減数値目標について、他国の排出量削減を自国の目標に活用できる仕組み

T O P I C S

売上高

環境負荷の値
環境効率＝

6つの環境負荷

1. 温暖化ガス排出量

2. 天然資源投入量

3. 揮発性有機化合物
　（VOC）大気排出量

4. 容器包装材料使用量

5. 廃棄物発生量

6. 水投入量

環境負荷低減と汚染防止
富士フイルムでは、地球温暖化防止の取り組みとして、温暖

化ガス排出量削減や省エネルギー対策を積極的に推進していま

す。2010年度には1990年度比でエネルギー原単位を10％、

CO2排出原単位を20％改善することを目標に掲げています。

主力工場の発電設備を重油から天然ガスへ燃料転換すること

で、大幅なCO2削減を進めています。さらに2006～2008年に

かけて、富士写真フイルム（株）吉田南工場、及び富士フイルム

オプトマテリアルズ（株）、富士フイルム九州（株）の3生産拠点

でも、各工場内に高効率型天然ガスコジェネレーション設備と

天然ガスボイラー設備などを設置し、電気・熱を供給するオン

サイト型発電を行います。このように、グループ会社を含めて

さらに天然ガス化を推進します。

環境効率の向上
環境効率は、企業の成長と環境負荷のバランスを取りながら、

「持続可能な発展」を目指す重要な指標です。富士フイルムでは、

環境効率を連結ベースでの売上高を環境負荷値で除した値と

定義しています。

6つの環境負荷すべてにおいて、2010年度の環境効率を

2000年度の2倍にするという目標を掲げています。

エスペランザ水力発電プロジェクト（ホンジュラス）

当社はCDCFを通じて資金提供し、地域の持続可能な
発展に貢献しています
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環境配慮設計
富士フイルムでは「環境配慮設計基本規則」を制定し、

2003年4月からすべての新製品・改良品の設計に適用していま

す。3R（リデュース・リユース・リサイクル）、含有化学物質、

使用資源、LCA、省電力、安全性などを考慮した製品設計で、

「環境品質」が審議・承認することで製品化となる仕組みを確立

させています。

乳がん早期発見のための検診啓発活動

「ピンクリボン運動」に協賛
富士フイルムは、乳がん早期発見を啓発する「ピンクリボン

運動」の一環として、マンモグラフィ検診啓発活動の支援を展

開しています。2005年10月、「ピンクリボン運動」のメイン

イベントである「ピンクリボンスマイルウォーク」に、特別協

賛しました。協賛金の一

部は（財）日本対がん協会

「乳がんをなくすほほえみ

基金」に寄付されました。

乳がん撲滅を目指して富

士フイルムは、今後も積

極的にサポートしていき

ます。

富士ゼロックス

従業員の手による社会貢献活動―「端数倶楽部」
富士ゼロックス（株）のボランティア組織「端数倶楽部」は、

会員の毎月の給与と各期の賞与の100円未満の「端数」に個人

の自由意志による拠出金をプラスし、福祉、文化・教育、自然

環境、国際支援などの分野で資金を有効に役立てるというもの

です。1991年の設立以来、「スペシャルオリンピックス」のサ

ポート、「アジアの子供の

教育」などの支援活動を積

極的に行っています。

日本全国の販売会社でも

さまざまな「端数倶楽部」

を設立し、地域に根差した

地道な活動を行っています。

社会貢献活動

※欧州における電気・電子機器における特定有害物質の使用制限指令。2006年7
月1日から電気・電子機器へのカドミウム、水銀、鉛、六価クロム及び臭化難燃
剤（PBB、PBDE）の使用が禁止されます

2003年より協賛を続けている「ピンクリボ
ンスマイルウォーク」

｢端数倶楽部」による海外のボランティア
活動（カンボジアキャンプ）

CSR活動についての詳細は、環境WEBサイト　http://www.fujifilm.co.jp/eco/をご覧ください。

製品含有化学物質管理
製品中に含まれる化学物質の管理に対しては、2006年7月に

RoHS指令
※
が欧州で施行されたほか、日本、米国、中国でも同

富士フイルムは「持続可能な発展」に向け、CSRを積極的に推進している企業として外部より高い評価をいただいています。

●トーマツ審査評価機構の環境格付けにおいて、当社と富士ゼロックス
（株）が「AA」に選定

●富士ゼロックス（株）の複写機など「グリーン商品の開発」が、7年連続
で「省エネ大賞」を受賞

● FTSE4Good Global Indexへの組み入れ　

●「富士フイルムグループ 社会・環境レポート
2005」が、「第9回環境コミュニケーション大賞」
において、「環境報告優秀賞（地球・人間環境フォー
ラム理事長賞）」を受賞。また、「第9回環境報告書
賞・サステナビリティ報告書賞」において、「サステ
ナビリティ報告書賞部門」の「優秀賞」を受賞

様の法制化が進められています。富士フイルムグループでは、

2005年11月に開催した「富士フイルムグループ 環境担当者

国際会議」やイントラネット上に構築した「製品環境データベー

ス」などを通じて、各国の環境エキスパートが情報を共有し、こ

のような法規制にグローバルに対応できる体制を整えています。

従来の「グリーン調達」を一歩進め、お取引先の皆様に自己監

査いただき、化学物質の含有量チェックの結果をWeb経由でご報

告いただく「電子監査システム」を構築するなど、サプライチェ

ーン全体での「製品含有化学物質管理」を強力に推進しています。
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持株会社制への移行

富士フイルムは、2006年10月1日より持株会社制に移行します。現在を「第二の創業期」と位置付け、成長事業の拡大、

新規事業・新製品の創出を積極果敢に進める中、この動きをさらに加速させるべく、富士フイルムグループ全体での最適化と

さらなるシナジー創出を図ってまいります。

現 富士写真フイルム（株）は、2006年10月1日より、持株

会社 富士フイルムホールディングス（株）として、グループ統括

機能を果たしていきます。これにより富士フイルムグループは、

富士写真フイルム（株）より事業を承継する形で設立される新事

業会社 富士フイルム（株）及び富士ゼロックス（株）の二大事業会

社を傘下に持つ富士フイルムホールディングス（株）を中心とす

る新たなグループ経営体制に移行します。

事業会社

富士ゼロックス（株）

子会社

子会社

75％

25％

％：出資比率

持株会社制移行前

英国 Xerox Limited

（米国 Xerox Corporation
の100％子会社）

子会社子会社

富士フイルム（株）

75％100％

25％

英国 Xerox Limited

新設

商号を変更

事業を承継

持株会社

富士フイルムホールディングス（株）

●グループ全体を俯瞰したマネジメントを強化

●グループ経営のガバナンス体制の強化

富士写真フイルム（株）

富士ゼロックス（株）

持株会社制移行後

・資源配分の適正化

・コラボレーション領域の拡大

・人材の育成と活用

・共通機能の効率化

富士フイルムグループの経営体制

社名も新たに「第二の創業」へ

富士フイルムの事業領域は、写真フィルムにとどまらず、液晶用偏光板保護フィ

ルムに代表される「フラットパネルディスプレイ材料事業」、「医療画像／ライフサ

イエンス事業」、印刷材料の「グラフィックアーツ事業」、複写機／プリンターを中

心とする「ドキュメント事業」など、「写真」で培ったコア技術に多彩な技術領域を

付加し、広範囲に広がっています。今回の持株会社制への移行を契機に新たにした富

士フイルムホールディングス（株）と富士フイルム（株）という社名には、国内外で広く

親しまれ、信頼と品質のブランドとして定着している「富士フイルム（FUJIFILM）」の

名を引き継ぎつつ、「写真」関連にとどまらず、成長事業をさらに伸ばし、事業領域

の拡大を図るのにふさわしい名称に、との意味が込められています。

T O P I C S

社名の変更とともに、
コーポレートブランドロゴを一新
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持株会社制への移行は、中期経営計画で掲げた基本戦略のひとつである「連結経営の強化」をより一層徹底し、グループ全体として

の成長を見据えた新たな経営体制の確立を具体化させたものです。持株会社である富士フイルムホールディングス（株）がグループ全体

を俯瞰したマネジメントを行い、次のような目的を達成していきます。

グループ経営のガバナンス体制の強化

持株会社の機能の円滑遂行に向け、グループ経営のガバナン

スの体制も見直します。富士フイルムホールディングス（株）の

取締役会は、富士写真フイルム（株）と富士ゼロックス（株）の両

社から人選し、構成します。そして、当社としては初めて、社

外取締役を起用し、経営の透明性をさらに高めていきます。

中期経営計画「VISION75（2006）」の重点課題

持株会社化を契機とした連結経営のさらなる強化と
全体最適追求による企業価値の増大に向けて

グループの戦略的マネジメントの強化

富士フイルムホールディングス（株）が、事業会社である富士

フイルム（株）、富士ゼロックス（株）及びその他の子会社を含め

たグループ全体の戦略立案機能を持つことにより、より全社的

な見地から各事業の競争優位を確立していきます。

資源配分の適正化

グループ戦略同様に、資源の配分についても全体最適の視点

を重視して実施していくとともに、事業の提携や売却等を含む

事業再編・構造改革をより迅速かつ円滑に進めていきます。

コラボレーション領域の拡大・
人材の育成と活用・共通機能の効率化

グループ会社のコラボレーション領域の拡大やグループ内の

人事交流、共通する業務の集約による効率化なども促進してい

きます。

2007年、新社屋に移転

富士フイルムホールディングス（株）、富士フイルム（株）と

富士ゼロックス（株）の本社機能を、東京・六本木に建設中の

「東京ミッドタウン内・ウエスト棟」に集結させることを予定し

ています。これを機会に、両社の戦略的なコラボレーションを

さらに進め、より具体的なシナジー効果を実現していきます。

T O P I C S

富士フイルム
ホールディングス（株）

富士ゼロックス（株）富士フイルム（株）
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執行役員

社長・CEO
古森　 重

専務執行役員
橋　 俊雄

常務執行役員
加藤　 久豊
佐々木 格
池上　 眞平
中村　 孝太郎

取締役

代表取締役社長・CEO
古森　重

代表取締役・CFO
橋　俊雄

取締役
加藤　久豊

取締役
佐々木　格

取締役
阿部　久正

取締役
三井　皎生

取締役
戸田　雄三

取締役
池上　眞平

取締役
中村　孝太郎

取締役
木　信成

取締役
神山　宏二

取締役
杉崎　力

取締役
佐々木　登

執行役員
木　 信成

神山　 宏二
杉崎　 力
佐々木 登
阿部　 久正
三井　 皎生
戸田　 雄三

前田　 保知
清水　 茂久
佐藤　 幸蔵
宮岡　
小坂　 昌弘
小川　 正
森　 泰造
内山　 敬幸
中嶋　 成博
樋口　 武
関口　 伸永
青木　 良和
井上　 伸昭
鈴木　 俊昭
玉井　 光一

フェロー
田　 俊二

品川　 幸雄

監査役

犬 奎一
三木　 正弘
古沢　 熙一郎
小川　 大介

役員一覧
（2006年6月29日現在）

持株会社体制移行（2006年10月1日）後の富士フイルムホールディングス株式会社の取締役及び監査役は

以下のとおりとなります。

●富士フイルムホールディングス株式会社
取締役：古森重 、 橋俊雄、加藤久豊、佐々木格、池上眞平、中村孝太郎、有馬利男、岡村信興、北山禎介
監査役：犬 奎一、三木正弘、古沢熙一郎、小川大介
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業績概況

売上高
当連結会計年度の売上高は、イメージング ソリューション部門で売上が減少した一方、イ

ンフォメーション ソリューション部門及びドキュメント ソリューション部門での販売数量の
増加及び為替影響等の増加要因があり、前年度の2兆5,273億円に対し1,401億円増加し、
2兆6,674億円（前年度比5.5％増）となりました。国内売上高は1兆3,292億円（前年度比
1.3％増）、海外売上高は1兆3,382億円（前年度比10.1％増）となりました。実績為替レー
トは113円／米ドル（前年度比5円安）、138円／ユーロ（前年度比3円安）となりました。

営業利益
販売費及び一般管理費については、ドキュメント ソリューション部門における基幹情報シ

ステムの稼働や海外販売体制の強化に伴い費用が増加した一方で、前年度に富士ゼロックス厚
生年金基金の代行返上に伴い、退職給付制度の精算による未認識数理計算上の差異の一時認識
等があったため、前年度に対し322億円減少し、7,351億円（前年度比4.2％減）となりまし
た。販売費及び一般管理費の売上高に対する比率は27.6％でした。研究開発費については、
前年度に対し141億円増加し、1,821億円（前年度比8.4％増）となりました。この結果、研
究開発費の売上高に対する比率は0.2ポイント上昇して6.8％となりました。営業利益につい
ては、前年度の1,644億円に対し940億円減少し、704億円（前年度比57.2%減）となりま
した。これは、生産効率の改善や調達コストの削減、経費の重点使用などによるコストダウン
の一方で、主要原材料価格の上昇によるコストアップ、イメージング ソリューション部門に
おける構造改革の実施によって860億円の費用が発生したことに加え、前年度に富士ゼロッ
クス厚生年金基金の代行返上益を計上していたこと等によるものです。

税引前利益
営業外収益及び費用は、前年度21億円の費用に対し、92億円の収益となりました。外貨建

ての為替決済差額と期末評価差額による為替差損益は、前年度に対し57億円増加し、75億
円の益となりました。また受取利息及び配当金は、前年度に対し20億円増加し、81億円とな
りました。税引前利益については、前年度に対し827億円減少し、796億円（前年度比
51.0％減）となりました。

当期純利益
法人税等は、前年度に対し288億円減少し、350億円（前年度比45.2％減）となりました。

実効税率は、前年度の39.4％より上昇し44.0％となりました。当連結会計年度における法
定実効税率は40.6％でしたが、税務上損金算入されない費用（営業権の減損含む）の計上等、
税率増加要因がありました。少数株主損益は、主として富士ゼロックス（株）及びその子会社
の少数株主に帰属する利益であり、前年度に対し53億円減少し、128億円となりました。持
分法による投資損益は、前年度に対し利益が11億円増加し、52億円の利益となりました。当
期純利益は、前年度に対し475億円減少し、370億円（前年度比56.2％減）となりました。
1株当たりの当期純利益は前年度の164.78円に対し、72.65円となりました。

3月31日に終了した事業年度

売上高・売上原価比率　（億円、％）

売上高 売上原価比率
’06’05’04’03’02

24,075

25,119

25,667

25,273

26,674

58.3 58.7 58.6 59.8 59.8

営業利益・営業利益率　（億円、％）

営業利益 営業利益率
’06’05’04’03’02

1,727

1,644

1,849 1,644

7047.2 6.5 7.2 6.5

2.6

税引前利益・税引前利益率（億円、％）

税引前利益 税引前利益率

’06’05’04’03’02

1,595

1,205

1,649

1,623

796

6.6
4.8

6.4 6.4

3.0

当期純利益・当期純利益率（億円、％）

当期純利益 当期純利益率
’06’05’04’03’02

813

485

823

845 370

3.4
1.9

3.2 3.3
1.4

株主資本利益率　　　　　 （％）

株主資本利益率
’06’05’04’03’02

4.9

2.9

4.8 4.7

1.9

財務の概況
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事業セグメント別売上高・構成比率

’06’05’04’03’02

7,846
6,853

9,376

8,310
7,243

9,566

8,155
7,551

9,961

7,430
7,686

10,157

6,894
8,773

11,007

32.6
28.5

38.9

33.1
28.8

38.1

31.8
29.4

38.8

29.4
30.4

40.2

25.8
32.9

41.3

（億円、％）

イメージング ソリューション部門

インフォメーション ソリューション部門

ドキュメント ソリューション部門

事業セグメント別業績概況

イメージングソリューション部門
イメージング ソリューション部門の連結売上高は、前年度に対し536億円減少し、6,894

億円（前年度比7.2％減）となりました。高感度モデルを中心としたデジタルカメラの販売が国
内を中心に大きく好転したものの、カラーフィルムやデジタルミニラボは需要後退により、売
上は減少しました。営業損失は、前年度に対し686億円増加し、757億円(前年度比
966.2％増)となりました。これは、構造改革を実施したことに伴い774億円の費用が発生し
たことが大きく影響しています。

インフォメーションソリューション部門
インフォメーション ソリューション部門の連結売上高は、前年度に対し1,087億円増加し、
8,773億円（前年度14.1％増）となりました。フラットパネルディスプレイ材料製品の大幅な
売上増加、市場拡大が続くCTPプレートの増販、内視鏡や画像診断機器・材料などを中心とす
る医療画像事業製品の好調な販売に加え、前年度後半に買収した連結子会社の売上が寄与した
ことなどにより、売上は増加しました。営業利益は、CTPプレート等印刷用版材の主原料であ
るアルミの価格高騰等のマイナス要因があった一方、フラットパネルディスプレイ材料の販売
増や記録メディア事業におけるミッドレンジ系データストレージテープの利益増が貢献したこ
とにより、前年度に対し80億円増加し、791億円（前年度比11.2％増）となりました。なお、
この中にはイメージング ソリューション部門と共用している生産設備に関する構造改革に伴っ
て発生した経費86億円が含まれています。

ドキュメントソリューション部門
ドキュメント ソリューション部門の連結売上高は、前年度に対し、850億円増加し、1兆

1,007億円（前年度8.4％増）となりました。欧米向けの輸出を中心に、デジタル複合機、レ
ーザープリンターの販売が拡大したこと等により、売上は増加しました。営業利益について
は、前年度に対し334億円減少し、670億円（前年度比33.2％減）となりました。これは、
前年度に一過性の要因である富士ゼロックスの厚生年金基金代行返上益が含まれていたこと
や、カラー複合機やプリンター等の戦略的新製品開発に係る研究開発費や基幹情報システム稼
働に伴う減価償却費等が増加したことによるものです。

3月31日に終了した事業年度

2006 2005 2004
（単位：百万円）

イメージングソリューション部門
売上高 ―外部顧客に対するもの ¥   689,458 ¥   742,993 ¥815,527
売上高 ―セグメント間取引 618 306 1,030
合計 690,076 743,299 816,557
営業利益（損失） (75,713) (7,101) 43,475
営業利益（損失）率 (11.0)% (1.0)% 5.3%

インフォメーションソリューション部門
売上高 ―外部顧客に対するもの ¥   877,366 ¥   768,680 ¥755,159
売上高 ―セグメント間取引 2,965 4,414 4,878
合計 880,331 773,094 760,037
営業利益 79,056 71,089 76,380
営業利益率 9.0% 9.2% 10.0%

ドキュメントソリューション部門
売上高 ―外部顧客に対するもの ¥1,100,671 ¥1,015,701 ¥996,039
売上高 ―セグメント間取引 12,478 13,560 12,557
合計 1,113,149 1,029,261 1,008,596
営業利益 67,026 100,407 65,121
営業利益率 6.0% 9.8% 6.5%

注記：1.2006年3月期におけるイメージング ソリューションとインフォメーション ソリューションの営業利益・損失には、
それぞれ、77,401百万円、8,642百万円の構造改革費用の影響が含まれています。
2.2005年3月期における富士ゼロックス厚生年金基金の代行返上を含む年金制度改革による影響額は、2005年3月
期のドキュメント ソリューションの営業利益に含まれています。
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研究開発活動
富士フイルムグループは、イメージング、インフォメーション、ドキュメントの各分野で、

ユーザーニーズにマッチした新しいソリューションを提供できるよう、写真フィルム分野にお
いて培ってきた当社独自の技術・ノウハウのさらなる発展・活用を図るとともに、デジタル
化・ネットワーク化に対応した新技術の研究開発についても積極的に取り組んでいます。研究
開発費は、前年度に対し141億円増加し、1,821億円（前年度比8.4％増）となり、研究開発
費の売上高に対する比率では、前年度比0.2ポイント増の6.8％となりました。事業別ではイ
メージング ソリューション部門が327億円（前年度比22.0％減）、インフォメーション ソリ
ューション部門が679億円（前年度比24.8％増）、ドキュメント ソリューション部門が815
億円（前年度比13.7％増）となりました。

財政状態

資産、負債及び資本
総資産は、前年度末に比べ440億円増の3兆274億円（前年度比1.5％増）となりました。

一方、負債合計は、740億円減の9,444億円（前年度比7.3％減）となりました。株主資本
は、1,144億円増の1兆9,635億円（前年度比6.2％増）となりました。この結果、流動比率
は、2.8ポイント増の189.9％、負債比率は、7.0ポイント減の48.1％、株主資本比率は、
2.9ポイント増の64.9％となりました。 このように、資産の流動性及び資本構成の安定性を
ともに維持しています。

設備投資と減価償却費
設備投資額は、前年度に対し224億円増加し、1,798億円（前年度比14.2％増）となりま

した。
フラットパネルディスプレイ材料事業では、主要生産拠点である富士フイルムオプトマテリ

アルズ（株）の生産能力増強を進める一方、熊本に新生産拠点である富士フイルム九州（株）を設
立し、工場の建設を進めています。また、富士フイルムグループのR&Dの中核基地としての役
割を担う富士フイルム先進研究所の建設が完了し、2006年4月より活動を開始しています。
減価償却費（無形固定資産及びドキュメント ソリューション部門のレンタル機器の減価償却

費を除く）は、265億円増加し、1,569億円（前年度比20.4％増）となりました。

キャッシュ・フロー分析

営業活動により増加したキャッシュは、前年度に対し531億円増加し、2,725億円となり
ました。当連結会計年度では、未払法人税等及びその他負債の減少や、受取債権の増加等の減
少要因があった一方、減価償却費や長期性資産及び営業権の減損費用が増加したこと等の増加
要因がありました。投資活動により使用したキャッシュは、前年度に対し403億円減少し、
2,721億円でした。当連結会計年度では、有形固定資産の購入により1,870億円、有価証
券・投資有価証券の購入により588億円、ソフトウエアの購入により167億円を使用しまし
たが、有価証券・投資有価証券の売却・満期償還により836億円を得ました。また、事業買収
に伴う支出は406億円でした。財務活動により使用したキャッシュは、前年度に対し31億円
減少し、803億円でした。当連結会計年度では、短期債務の減少や長期債務の返済が支出要因
の多くを占めました。親会社による配当金の支払いについては、前年度とほぼ同額である127
億円でした。これらの活動の結果、及びキャッシュへの為替変動影響によるキャッシュ増減に
より、現金及び現金同等物の残高は、前年度に対し696億円減少し、2,186億円となりまし
た。

配当性向

当社は、利益処分について、安定した配当を継続して実施するとともに、将来の積極的な事
業展開と経営環境の急激な変化に備えた経営基盤の強化に必要な内部留保を確保していくこと
を基本方針としています。このような基本方針に基づき、当年度の年間配当は、1株当たり
25円としました。

研究開発費 研究開発費率
’06’05’04’03’02

1,469

1,591

1,733

1,680

1,821

6.1 6.3 6.7 6.6 6.8

研究開発費・
売上高に対する研究開発費率 （億円、％）

総資産・株主資本比率　（億円、％）

総資産 株主資本比率
’06’05’04’03’02

29,464

29,583

30,235

29,834

30,274

57.6 56.8 57.9 62.0 64.9

設備投資額・減価償却費　（億円）

設備投資額 減価償却費
’06’05’04’03’02

1,555 1,273

1,607

1,574

1,798

1,218

1,267

1,246

1,304

1,569

（無形固定資産の償却費及びドキュメント
　ソリューション部門のレンタル機器の
　減価償却費を除く）

’06’05’04’03’02

2,482

3,035

3,274

2,194

2,725

営業活動による
キャッシュ・フロー （億円）
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事業等のリスク

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中におけ
る将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

（1）経済情勢・為替変動による業績への影響
当社グループは、世界のさまざまなマーケットにおいて製品及びサービスを提供しており、連結ベースでの海外売上高比率は当連

結会計年度において約50％です。世界各地の経済情勢、とりわけ為替レートの変動は業績に大きく影響を与える可能性があります。
為替変動による業績への影響を軽減するため、米ドル、ユーロにおいて先物予約を中心としたヘッジを行っていますが、為替の動
向の程度によって業績に影響が出る可能性があります。

（2）市場競合状況
当社グループは、デジタルカメラ等のコンシューマー製品のみならず、医療・印刷・オフィス事務機器等の業務用製品分野にお

いても、さまざまなデジタル関連製品・サービスを提供していますが、近年のデジタル化やオンラインネットワークの浸透・拡大
に伴い、デジタル関連製品・サービスの比率がますます高まってきています。
これらの分野においては、ビジネスが拡大する一方、電子機器メーカーをはじめとする競合会社との競争激化により、短期間に

製品販売単価が下落したり、あるいは製品のライフサイクルが短くなっています。これらは、売上高に影響を与え、また研究開発
コストが増加するなど、結果的に利益の減少に結びついていく可能性があります。今後も、新たな技術に裏付けられた製品・サー
ビスの開発とこれをサポートするマーケティング活動を継続的に実施していきますが、その成否によっては業績に影響を与えるこ
とが考えられます。

（3）特許及びその他の知的財産権
当社グループは、さまざまな特許、ノウハウ等の知的財産権を保有し、競争上の優位性を確保していますが、将来特許の権利存続
期間の満了や代替テクノロジー等の出現に伴って、優位性の確保が困難となることが起こりえます。
当社グループが関連する幅広い事業領域においては、多数の企業が高度かつ複雑な技術を保有しており、またかかる技術は著しい
勢いで増加しています。事業を展開する上で、他社の保有する特許、ノウハウ等の知的財産権の使用が必要となるケースがあります
が、このような知的財産権の使用に関する交渉が成立しないことで業績にダメージを受ける可能性もあります。また、他社の権利を
侵害することがないよう常に注意を払って事業展開をしていますが、訴訟に巻き込まれるリスクを完全に回避することは難しいのが
実情です。このような場合、係争経費や敗訴した場合の賠償金等の発生により、業績に影響を与えるといったことも考えられます。

（4）公的規制
当社グループが事業を展開している地域において、事業／投資等の許認可、輸出入に関する制限や規制など、さまざまな政府規制
の適用を受けています。また、通商、公正取引、特許、消費者保護、租税、為替管理、環境関連等の法規制の適用も受けています。
万一、規制を遵守できなかった場合、制裁金等が課される可能性があり、さらに、今後規制が強化されたり、大幅な変更がなされ
ることが考えられ、その場合、当社グループの活動が制限されたり、規制遵守のため、ないし規制内容の変更に対応するためのコス
トが発生する可能性も否定できません。従って、これらの規制は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

（5）生産活動
当社グループは、世界各地で生産活動を行っています。このため、地震、その他の自然災害もしくは人災、原材料・部品等の供

給元の製造中止、倒産等による供給の中断、テロ、戦争、ストライキ、伝染病の大規模な感染及びその他要因による混乱等により
当社グループ製品の供給が妨げられることがあり得ます。また、原材料や部品の価格高騰により、当社グループの業績に悪影響を
及ぼす可能性があります。
当社グループは、厳しい品質管理基準に従い各種製品を生産していますが、将来に亘り製品に欠陥が発生する可能性がないとは

言えず、万一、リコール等の事態が起こりますと、当社グループの業績に影響を与えることがあります。

（6）構造改革
当社グループは、グループ会社間の経営統合や生産・販売・サービス面での構造改革を推進しており、今後も引き続き経営効率の向
上に努めていく方針です。構造改革の進展状況によって追加コストが発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

将来予測表明に関する注記

本レポートにおける業績予想及び将来の予測等に関する記述は、その時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、潜在
的なリスクや不確実性が含まれています。従いまして、実際の業績等は、さまざまな要因により、これらの業績予想とは異なるこ
とがありますことをご承知おきください。
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3月31日に終了した事業年度

2006 2005 2004 2003 2002

（単位：百万円、1株当たり金額を除く）

項目：
売上高：
国内 ¥1,329,284 ¥1,311,893 ¥1,336,015 ¥1,330,119 ¥1,355,192
海外 1,338,211 1,215,481 1,230,710 1,181,802 1,052,325
合計 ¥2,667,495 ¥2,527,374 ¥2,566,725 ¥2,511,921 ¥2,407,517

売上原価 1,593,804 1,510,681 1,503,843 1,474,551 1,403,571
営業費用：
販売費及び一般管理費 735,058 767,363 704,659 765,987 684,370
研究開発費 182,154 168,017 173,323 159,119 146,881
構造改革費用 86,043 — — — —
厚生年金基金代行返上差額金 — (83,129) — (52,136) —
営業利益 70,436 164,442 184,900 164,400 172,695
受取利息及び配当金 8,133 6,080 4,246 3,909 5,577
支払利息 (3,886) (4,668) (5,459) (6,674) (9,289)
税引前利益 79,615 162,346 164,948 120,513 159,549
少数株主損益及び持分法による
投資損益前利益 44,591 98,457 92,659 60,230 88,696
当期純利益 37,016 84,500 82,317 48,579 81,331
設備投資額 ¥ 179,808 ¥   157,420 ¥   160,740 ¥   127,319 ¥   155,525
減価償却費（注1） 156,928 130,360 124,634 126,695 121,777
営業活動によるキャッシュ・フロー 272,558 219,361 327,358 303,500 248,185

1株当たり金額（単位：円/米ドル）：
当期純利益（注2） ¥  72.65 ¥     164.78 ¥     160.38 ¥       94.51 ¥     158.05
配当金（注3） 25.00 25.00 25.00 25.00 25.00
株主資本（注4） ¥  3,848.32 ¥  3,630.67 ¥  3,409.80 ¥  3,274.17 ¥  3,300.45
期末株価 3,930 3,920 3,310 3,640 4,170
株価収益率 54.09 23.79 20.64 38.51 26.38
株価純資産倍率 1.02 1.08 0.97 1.11 1.26

期末財政状態：
総資産 ¥3,027,491 ¥2,983,457 ¥3,023,509 ¥2,958,317 ¥2,946,362
社債及び長期借入金 74,329 96,040 116,823 124,404 137,446
株主資本 1,963,497 1,849,102 1,749,882 1,680,611 1,698,063

期中平均株式数（単位：千株） 509,525 512,801 513,252 514,011 514,583
従業員数 75,845 75,638 73,164 72,633 72,569

39ページの注記を参照してください。

10年間の業績推移
富士写真フイルム株式会社及び連結子会社
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注記：1．減価償却費は、無形固定資産
の償却費及びドキュメント
ソリューション部門のレンタ
ル機器の減価償却費を除いて
います。

2．1株当たりの当期純利益は、
各年度の加重平均発行済株式
数に基づいて算出しています。

3．1株当たりの配当は、各会計
年度内における1株当たりの
現金配当金を表しています。

4．1株当たりの株主資本は、各
年度末現在の発行済株式数に
基づいて算出しています。

5．表示されている米ドル金額は、
便宜上､2006年3月31日の
為替レートである1米ドル＝
117円で日本円から換算され
たものです。

6．2001年3月30日、当社は富
士ゼロックス（株）の発行済株
式の25%を追加取得し、当
社の持分比率は75%となり
ました。この結果、同社は当
社の連結子会社となりました
が、2001年3月期につきま
しては、同社グループの財務
諸表は、当社の連結貸借対照
表では直接連結、同損益計算
書では持分法（50%）で処理
しています。2002年3月期
より、連結損益計算書におい
ても直接連結としています。

¥   656,059 ¥   635,588 ¥   618,719 ¥   636,755 ¥   645,559 $11,361,402
727,310 713,253 768,307 694,861 567,406 11,437,701

¥1,383,369 ¥1,348,841 ¥1,387,026 ¥1,331,616 ¥1,212,965 $22,799,103
803,460 774,757 779,985 735,953 681,030 13,622,257

351,033 344,424 356,967 338,920 291,315 6,282,547
79,144 81,725 84,740 81,043 75,924 1,556,872

— — — — — 735,410
— — — — — —

149,732 147,935 165,334 175,700 164,696 602,017
8,180 6,975 11,298 10,479 10,247 69,513

(11,093) (9,957) (11,994) (11,524) (11,705) (33,214)
199,661 137,405 138,591 162,756 161,693 680,470

113,126 74,763 69,169 78,044 76,205 381,120
117,900 84,895 74,709 91,280 85,349 316,376

¥   118,786 ¥     91,313 ¥   115,536 ¥   112,800 ¥     97,315 $  1,536,821
82,063 82,770 83,377 77,818 73,761 1,341,265

140,454 212,306 157,159 147,000 151,736 2,329,556

¥     229.11 ¥     164.97 ¥     145.17 ¥     177.38 ¥     165.85 $           0.62
22.50 22.50 22.50 22.50 22.00 0.21

¥  3,157.55 ¥  3,060.68 ¥  2,893.82 ¥  2,842.91 ¥  2,684.52 $ 32.89
4,640 4,520 4,480 4,960 4,070 33.59
20.25 27.40 30.86 27.96 24.54
1.47 1.48 1.55 1.74 1.52

¥2,830,313 ¥2,235,812 ¥2,165,695 ¥2,173,989 ¥2,038,382 $25,875,991
81,246 20,897 47,363 53,113 47,036 635,291

1,624,856 1,575,065 1,489,194 1,463,014 1,381,458 16,782,026

514,603 514,612 514,615 514,610 514,607
70,722 37,151 37,551 36,580 33,154

3月31日に終了した事業年度

2001 2000 1999 1998 1997 2006

（単位：百万円、1株当たり金額を除く） （単位：千米ドル、
1株当たり
金額を除く）
（注5）
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連結貸借対照表

流動資産：
現金及び現金同等物 ¥   218,598 ¥   288,157 $ 1,868,359
有価証券 69,829 65,729 596,829
受取債権：
営業債権及びリース債権 548,586 516,228 4,688,769
関連会社等に対する債権 33,272 31,514 284,376
貸倒引当金 (15,543) (14,517) (132,846)
棚卸資産 385,463 371,365 3,294,556
繰延税金資産 96,030 88,795 820,769
前払費用及びその他の流動資産 36,225 25,997 309,615

流動資産合計 1,372,460 1,373,268 11,730,427

投資及び長期債権：
関連会社等に対する投資及び貸付金 54,283 46,563 463,957
投資有価証券 310,152 279,895 2,650,872
長期リース債権及びその他の長期債権 102,773 97,029 878,402
貸倒引当金 (4,357) (4,946) (37,239)

投資及び長期債権合計 462,851 418,541 3,955,992

有形固定資産：
土地 77,469 74,915 662,128
建物及び構築物 602,585 570,140 5,150,299
機械装置及びその他の有形固定資産 1,647,474 1,596,768 14,080,975
建設仮勘定 41,742 49,002 356,769

2,369,270 2,290,825 20,250,171
減価償却累計額 (1,617,885) (1,543,613) (13,828,077)

有形固定資産合計 751,385 747,212 6,422,094

その他の資産：
営業権 233,547 227,775 1,996,128
その他の無形固定資産 52,767 48,851 451,000
繰延税金資産 38,217 47,750 326,641
その他 116,264 120,060 993,709

その他の資産合計 440,795 444,436 3,767,478

資産合計 ¥3,027,491 ¥2,983,457 $25,875,991

3月31日現在

資産の部 2006 2005 2006

（単位：百万円） （単位：千米ドル）（注）

富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2006年3月31日の為替レートである1米ドル＝117円で日本円から換算されたものです。



41

FUJIFILM Annual Report 2006

3月31日現在

負債及び資本の部 2006 2005 2006

（単位：百万円） （単位：千米ドル）（注）

流動負債：
社債及び短期借入金 ¥     99,088 ¥   123,592 $ 846,906
支払債務：
営業債務 255,423 274,260 2,183,103
設備関係債務 49,764 47,846 425,333
関連会社等に対する債務 7,322 10,035 62,581
未払法人税等 36,547 31,193 312,367
未払費用 214,993 192,809 1,837,547
その他の流動負債 59,769 54,365 510,846

流動負債合計 722,906 734,100 6,178,683

社債及び長期借入金 74,329 96,040 635,291

退職給付引当金 44,215 105,084 377,906

繰延税金負債 64,348 48,224 549,983

預り保証金及びその他の固定負債 38,647 34,941 330,316

少数株主持分 119,549 115,966 1,021,786

資本：
資本金：
普通株式：
授権株式数　　800,000,000株
発行済株式数　514,625,728株 40,363 40,363 344,983

資本剰余金 68,412 68,135 584,718
利益剰余金 1,818,610 1,794,385 15,543,675
その他の包括利益（損失）累積額 52,917 (33,525) 452,282
自己株式（取得原価） 2006年に終了した事業年度　4,403,655株

2005年に終了した事業年度　5,325,736株 (16,805) (20,256) (143,632)

資本合計 1,963,497 1,849,102 16,782,026

負債及び資本合計 ¥3,027,491 ¥2,983,457 $25,875,991
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連結損益計算書

3月31日に終了した事業年度

2006 2005 2004 2006

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

売上高：
売上高 ¥2,300,842 ¥2,172,003 ¥2,212,387 $   19,665,316
レンタル収入 366,653 355,371 354,338 3,133,787

2,667,495 2,527,374 2,566,725 22,799,103

売上原価：
売上原価 1,435,757 1,365,601 1,364,537 12,271,428
レンタル原価 158,047 145,080 139,306 1,350,829

1,593,804 1,510,681 1,503,843 13,622,257
売上総利益 1,073,691 1,016,693 1,062,882 9,176,846
営業費用：
販売費及び一般管理費 735,058 767,363 704,659 6,282,547
研究開発費 182,154 168,017 173,323 1,556,872
構造改革費用 86,043 — — 735,410
厚生年金基金代行返上差額金 — (83,129) — —
営業利益 70,436 164,442 184,900 602,017
営業外収益及び（費用）：
受取利息及び配当金 8,133 6,080 4,246 69,513
支払利息 (3,886) (4,668) (5,459) (33,214)
為替差損益・純額 7,526 1,862 (4,835) 64,325
その他損益・純額 (2,594) (5,370) (13,904) (22,171)

9,179 (2,096) (19,952) 78,453
税引前利益 79,615 162,346 164,948 680,470
法人税等：
法人税・住民税及び事業税 52,756 55,083 70,657 450,906
法人税等調整額 (17,732) 8,806 1,632 (151,556)

35,024 63,889 72,289 299,350
少数株主損益及び持分法による投資損益前利益 44,591 98,457 92,659 381,120
少数株主損益 (12,785) (18,103) (13,289) (109,274)
持分法による投資損益 5,210 4,146 2,947 44,530
当期純利益 ¥     37,016 ¥ 84,500 ¥     82,317 $ 316,376

（単位：円） （単位：米ドル）

1株当たり金額：
当期純利益 ¥       72.65 ¥ 164.78 ¥     160.38 $ 0.62
現金配当 25.00 25.00 25.00 0.21

富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

（注）

（注）

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2006年3月31日の為替レートである1米ドル＝117円で日本円から換算されたものです。
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2003年3月31日現在残高 ¥  40,363 ¥  68,135 ¥1,653,221 ¥(76,243) ¥ (4,865) ¥1,680,611

包括利益：
当期純利益 — — 82,317 — — 82,317
有価証券未実現利益増加額 — — — 21,028 — 21,028
為替換算調整額 — — — (34,379) — (34,379)
最小年金負債調整額 — — — 13,573 — 13,573
デリバティブ未実現損益変動額 — — — (100) — (100)

包括利益 82,439
自己株式取得 — — — — (521) (521)
自己株式売却 — — (13) — 199 186
現金配当金 — — (12,833) — — (12,833)
2004年3月31日現在残高 40,363 68,135 1,722,692 (76,121) (5,187) 1,749,882

包括利益：
当期純利益 — — 84,500 — — 84,500
有価証券未実現利益増加額 — — — 2,948 — 2,948
為替換算調整額 — — — 12,669 — 12,669
最小年金負債調整額 — — — 26,801 — 26,801
デリバティブ未実現損益変動額 — — — 178 — 178

包括利益 127,096
自己株式取得 — — — — (15,370) (15,370)
自己株式売却 — — (25) — 301 276
現金配当金 — — (12,782) — — (12,782)
2005年3月31日現在残高 40,363 68,135 1,794,385 (33,525) (20,256) 1,849,102

包括利益：
当期純利益 — — 37,016 — — 37,016
有価証券未実現利益増加額 — — — 27,311 — 27,311
為替換算調整額 — — — 37,323 — 37,323
最小年金負債調整額 — — — 21,822 — 21,822
デリバティブ未実現損益変動額 — — — (14) — (14)

包括利益 123,458
自己株式取得 — — — — (80) (80)
自己株式売却 — — (46) — 3,531 3,485
現金配当金 — — (12,745) — — (12,745)
その他 — 277 — — — 277
2006年3月31日現在残高 ¥  40,363 ¥  68,412 ¥1,818,610 ¥  52,917 ¥(16,805) ¥1,963,497

（単位：千米ドル）（注）

2005年3月31日現在残高 $344,983 $582,350 $15,336,624 $(286,538) $(173,128) $15,804,291
包括利益：
当期純利益 — — 316,376 — — 316,376
有価証券未実現利益増加額 — — — 233,427 — 233,427
為替換算調整額 — — — 319,000 — 319,000
最小年金負債調整額 — — — 186,513 — 186,513
デリバティブ未実現損益変動額 — — — (120) — (120)

包括利益 1,055,196
自己株式取得 — — — — (684) (684)
自己株式売却 — — (393) — 30,180 29,787
現金配当金 — — (108,932) — — (108,932)
その他 — 2,368 — — — 2,368
2006年3月31日現在残高 $344,983 $584,718 $15,543,675 $452,282 $(143,632) $16,782,026

（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 資本合計

富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

その他の包括
利益（損失）
累積額

連結資本勘定計算書

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2006年3月31日の為替レートである1米ドル＝117円で日本円から換算されたものです。
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連結キャッシュ・フロー計算書
富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

3月31日に終了した事業年度

2006 2005 2004 2006

（単位：百万円） （単位：千米ドル）（注）

営業活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益 ¥  37,016 ¥  84,500 ¥  82,317 $ 316,376
営業活動により増加した純キャッシュへの調整：
減価償却費 225,434 182,286 172,622 1,926,786
長期性資産及び営業権の減損費用 42,121 — — 360,009
法人税等調整額 (17,732) 8,806 1,632 (151,556)
少数株主損益 12,785 18,103 13,289 109,274
持分法による投資損益（受取配当金控除後） (3,899) (2,031) (667) (33,325)
厚生年金基金代行返上差額金 — (83,129) — —
資産及び負債の増減：
受取債権の（増加）減少 (7,223) 19,593 (20,519) (61,735)
棚卸資産の（増加）減少 15,118 (5,964) 174 129,214
営業債務の増加（減少） (33,486) (23,320) 19,719 (286,205)
未払法人税等及びその他負債の増加（減少） (9,909) 20,869 40,481 (84,692)
その他 12,333 (352) 18,310 105,410
営業活動によるキャッシュ・フロー 272,558 219,361 327,358 2,329,556

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の購入 (186,980) (150,915) (160,070) (1,598,120)
ソフトウエアの購入 (16,693) (33,050) (37,367) (142,675)
有価証券・投資有価証券の売却・満期償還 83,629 40,733 46,672 714,778
有価証券・投資有価証券の購入 (58,757) (85,287) (16,634) (502,197)
投資及び貸付金の（増加）減少 (19,237) (1,156) 1,702 (164,419)
事業買収に伴う支出（買収資産に含まれる現金及び現金同等物控除後） (40,587) (58,010) (21,901) (346,897)
その他 (33,504) (24,716) (19,588) (286,359)
投資活動によるキャッシュ・フロー (272,129) (312,401) (207,186) (2,325,889)

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期債務による調達額 1,728 1,940 6,604 14,769
長期債務の返済額 (21,452) (19,085) (25,787) (183,350)
短期債務の減少（純額） (43,119) (31,042) (27,615) (368,538)
親会社による配当金支払額 (12,734) (12,831) (12,833) (108,838)
少数株主への配当金支払額 (4,941) (7,091) (3,550) (42,231)
自己株式の取得及び売却（純額） 209 (15,297) (335) 1,786
財務活動によるキャッシュ・フロー (80,309) (83,406) (63,516) (686,402)

為替変動による現金及び現金同等物への影響 10,321 2,839 (5,022) 88,214
現金及び現金同等物純増加（純減少） (69,559) (173,607) 51,634 (594,521)
現金及び現金同等物期首残高 288,157 461,764 410,130 2,462,880
現金及び現金同等物期末残高 ¥218,598 ¥288,157 ¥461,764 $1,868,359

補足情報
支払額：
利息 ¥ 5,640 ¥    6,838 ¥    7,301 $ 48,205
法人税等 50,811 69,460 44,949 434,282

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2006年3月31日の為替レートである1米ドル＝117円で日本円から換算されたものです。
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＊公告については、

当社ホームページ http://www.fujifilm.co.jp/（日本語）に掲載します。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載します。

会社概要

上場証券取引所：
東京、大阪、名古屋

株主名簿管理人：
三菱UFJ信託銀行株式会社
〒100-8212 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

会計監査人：
Ernst & Young ShinNihon

富士写真フイルム株式会社
〒106-8620 東京都港区西麻布二丁目26番30号
Tel:（03）3406-2111

URL: http://www.fujifilm.co.jp/ （日本語）＊

http://www.fujifilm.com/ （英語）

設立：1934年1月20日
資本金：40,363百万円（2006年3月31日現在）
事業年度末日：3月31日

国内生産拠点：
神奈川工場、富士宮工場、吉田南工場

海外支店／事務所
支店：インド
事務所：香港、台北、ソウル、マニラ、ドバイ、

メキシコ、ヨハネスブルグ

株式所有者分布： （2006年3月31日現在）

株主数 31,455名
発行済株式数 514,626千株

大株主の状況： （2006年3月31日現在）

事業年度別株価推移： （東京証券取引所）

自己株式
4,360千株
●0.8%

外国法人等
262,989千株
●51.1%

個人、その他
40,613千株
●7.9%

金融機関
180,939千株

●35.2%

証券会社
6,447千株
●1.3%

その他法人
19,278千株

●3.7%

株主名

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

デポジタリーノミニーズインコーポレーション

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドン

日本生命保険相互会社
ドイチェバンクトラストカンパニーアメリカズ

ステートストリートバンクアンドトラスト
カンパニー505103

中央三井信託銀行株式会社

株式会社三井住友銀行
メロンバンクエヌエーアズエージェントフォーイッツ
クライアントメロンオムニバスユーエスペンション

持株比率（％）

5.4
4.8
4.7
3.9
3.9
2.7

2.5

2.1
2.0

1.7

6,000円

4,800円

3,600円

2,400円

1,200円

0円

　最高値 5,500 4,400 3,850 3,990 4,110
　最安値 3,320 3,270 2,830 3,180 3,320

2002 2003 2004 2005 2006

3月31日に終了した事業年度
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日本
富士ゼロックス株式会社
富士ゼロックスオフィスサプライ株式会社
鈴鹿富士ゼロックス株式会社
富士ゼロックス情報システム株式会社
富士ゼロックスエンジニアリング株式会社
富士ゼロックスキャリアネット株式会社
富士ゼロックスシステムサービス株式会社
株式会社富士ゼロックス総合教育研究所
富士ゼロックスゼネラルビジネス株式会社
富士ゼロックスプリンティングシステムズ株式会社
富士ゼロックスプリンティングシステムズ販売株式会社
新潟富士ゼロックス製造株式会社
富士ゼロックスイメージングマテリアルズ株式会社
株式会社クロスワークス
株式会社クロスフォース
フジノン株式会社
フジノン水戸株式会社
フジノン佐野株式会社
フジノン東芝ESシステム株式会社
富士フイルムテクノプロダクツ株式会社
富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ株式会社
富士フイルムフォトニックス株式会社
富士フイルムオプトマテリアルズ株式会社
富士フイルム九州株式会社
富士フイルムファインケミカルズ株式会社
富士テクニス株式会社
株式会社富士フイルムティーピーエックス
富士フイルムメディアマニュファクチャリング株式会社
富士フイルムフォトマニュファクチャリング株式会社
富士フイルムメディカル株式会社
富士フイルムメディカル西日本株式会社
富士フイルムビジネスサプライ株式会社
富士フイルムイメージング株式会社
富士フイルムイメージテック株式会社
ジャスフォート株式会社
富士フイルムグラフィックシステムズ株式会社
FFGSテクノサービス株式会社
株式会社富士フイルムテクノサービス
株式会社富士フイルムメディアクレスト
富士フイルムイメージングカラーラント株式会社
富士フイルムロジスティックス株式会社
富士フイルムコンピューターシステム株式会社
富士フイルムソフトウエア株式会社
富士フイルムプレゼンテック株式会社
株式会社富士フイルム保険サービス
株式会社富士フイルム人材開発センター

米州
FUJIFILM America, Inc.
Fuji Photo Film U.S.A., Inc.
FUJIFILM e-Systems, Inc.
Fujicolor Processing, Inc.
Fuji Photo Film Finance U.S.A., Inc.
Fuji Photo Film, Inc.
Fuji Hunt Photographic Chemicals, Inc.
Fuji Hunt do Brasil Ltda.
FUJIFILM Microdisks U.S.A., Inc.
FUJIFILM Electronic Materials U.S.A., Inc. 
FUJIFILM Medical Systems U.S.A., Inc.
Fuji Photo Film Hawaii, Inc.
Enovation Graphic Systems, Inc.
FUJIFILM IMAGING COLORANTS INC.
FX Global, Inc.
FX Global Supply Solutions, Inc.
FX Palo Alto Laboratory, Inc.
Fujinon Inc.
Fuji Photo Film Canada Inc.
Black Photo Corporation
Fuji Photo Film do Brasil Ltda.
Fuji Photo Film da Amazonia Ltda

欧州
Fuji Photo Film (Europe) GmbH
Fuji Photo Film Holdings (France) S.A.S.
Fuji Graphic Systems France S.A.S.
FUJIFILM France S.A.S.
Laboratories FUJIFILM S.A.
FUJIFILM Espan～a, S.A.
FUJIFILM Italia S.p.A.
FUJIFILM Medical Systems Benelux N.V.
Fujicolor Sverige AB
Photofinishing Holding International B.V.
Fujicolor Central Europe Photofinishing GmbH & Co. KG
Fuji Magnetics GmbH
Fuji Magnetics Germany GmbH.
Fujinon (Europe) GmbH
Fuji Photo Film Holdings (U.K.) Ltd.
Fuji Photo Film (U.K.) Ltd.
Fuji Photo Film B.V.
Fuji Photo Film Finance (Netherlands) B.V.
FUJIFILM Electronic Imaging Ltd.
FUJIFILM Sericol Overseas Holdings Limited
FUJIFILM Sericol UK Limited
Sericol Ink Limited 
FUJIFILM IMAGING COLORANTS LIMITED
FUJIFILM IMAGING COLORANTS PENSION TRUSTEES LIMITED
Fuji Hunt Photographic Chemicals, N.V.
FUJIFILM Electronic Materials (Europe) N.V.

（2006年3月31日現在）

連結子会社
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アジア他
Fuji Photo Film (China) Investment Co., Ltd.
FUJIFILM Imaging Systems (Suzhou) Co., Ltd.
FUJIFILM Imaging Devices (SUZHOU) Co., Ltd.
FUJI PHOTO FILM PRINTING PLATE (SUZHOU) CO., LTD.
FUJIFILM STARLIGHT Co., Ltd.
FUJIFILM Starlight GRAPHIC SYSTEMS (SHANGHAI) CO., LTD.
FUJIFILM Medical Systems (Shanghai) Co., Ltd.
Fuji Photo Film (Shanghai) Trading Co., Ltd.
Hong Kong Fuji Photo Logistics Ltd.
Fuji Xerox China Investments (Bermuda) Limited
Fuji Xerox (China) Limited
Fuji Xerox of Shanghai Limited
Fuji Xerox Industry Development (Shanghai) Co., Ltd.
Fuji Xerox of Shenzhen Ltd.
Fuji Xerox (Hong Kong) Limited
Fuji Xerox Far East Limited
Fuji Xerox Korea Company Limited
Fuji Xerox Chung Cheong Company Limited
Fuji Xerox Korea Information System Co., Ltd.
Seoul Fuji Xerox Service Co., Ltd.
Fuji Xerox Honam Co., Ltd.
FUJIFILM Regional Services (Singapore) Pte Ltd
Fuji Photo Film (Singapore) Pte Ltd
Fuji Hunt Photographic Chemicals, Pte. Ltd.
Fuji Hunt Photographic Chemicals (Suzhou) Co., Ltd.
Fuji Photo Film (Malaysia) Sdn. Bhd.
Fuji Photo Film (Thailand) Ltd.
FUJIFILM Holdings Australasia Pty Ltd.
FUJIFILM Australia Pty Ltd
Rabbit Photo Pty Ltd.
FUJIFILM Holdings NZ Ltd.
Camera House Ltd.
FUJIFILM NZ Ltd.
Viko New Zealand Ltd. 
Fuji Xerox Asia Pacific Pte Ltd
Fuji Xerox Leasing (China) Limited
Fuji Xerox (Singapore) Pte Ltd
Fuji Xerox Australia Pty Limited
Fuji Xerox Finance Limited （在オーストラリア）

Fuji Xerox (Sales) Pty Limited
Fuji Xerox New Zealand Limited
Fuji Xerox Finance Limited （在ニュージーランド）

Thai Fuji Xerox Co., Ltd.
Fuji Xerox Leasing (Thailand) Limited
Fuji Xerox Philippines, Incorporated
Fuji Xerox Myanmar Ltd.
Fuji Xerox Asia Malaysia Sdn Bhd
Fuji Xerox Eco-Manufacturing Co., Ltd.

その他 82社 連結子会社 合計224社

その他には、

富士ゼロックス（株）の販売会社
（http://www.fujixerox.co.jp/company/locations/）

FUJIFILM Sericolグル－プ会社
（http://www.fujifilmsericol.com/）

Fuji Hunt Photographic Chemicals, N.V.グル－プ会社
（http://www.fujihunt.com/）

FUJIFILM Electronic Materials (Europe) N.V.グル－プ会社
（http://www.fujifilm-ffem.com/）

等が含まれています。

主要会社の住所・連絡先等の最新情報は、

富士フイルムホームページ
http://www.fujifilm.co.jp/groupinfo/

をご覧ください。
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